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（１）　現況
　①法人名 　⑦教職員数
　②設立年月日 〇京都府立医科大学（令和２年５月１日現在）
　③所在地
　④役員の状況

〇京都府立大学（令和２年５月１日現在）

　⑤設置大学

（２）　京都府公立大学法人の基本的な目標等

　⑥学生数
〇京都府立医科大学（令和２年５月１日現在）
　医学部医学科 662人 341人
　医学部看護学科 344人 29人
　　　学部合計 1,006人 370人

〇京都府立大学（令和２年５月１日現在）
547人 56人
448人 18人
901人 148人

1,896人 222人　　　学部合計 　　　大学院合計

　合計 210人
〇京都府立医科大学
　医学部医学科、医学部看護学科、
　医学研究科、保健看護学研究科
〇京都府立大学
　文学部、公共政策学部、生命環境学部、
　文学研究科、公共政策学研究科、生命環境科学研究科

京都府公立大学法人は、京都府立医科大学及び京都府立大
学の設置及び管理を通して、京都府の知の拠点として、両
大学の特色を活かした質の高い教育研究活動を通して、豊
かな知性と幅広い教養、高い専門能力と倫理感を持った人
材を育成するとともに、世界トップレベルの医療の提供や
教育・研究の成果を府民や地域に還元し、府民の健康増
進、福祉の向上、京都文化の発信や産業振興など、府民生
活の向上、地域社会や国内外の発展に貢献することを目的
としている。

　医学研究科
  保健看護学研究科
　　　大学院合計

　文学部 　文学研究科
　公共政策学部 　公共政策学研究科
　生命環境学部   生命環境科学研究科

57人

京都府公立大学法人
平成20年4月1日
京都市上京区河原町通広小路上る梶井町465 　教員 464人

　職員 1,395人
理事長        　金田　章裕
副理事長　　　　　２人
理事　　　　　　　５人
監事  　　　　　　２人

　合計 1,859人

　教員 153人

Ⅰ 法人の概要



　○令和２年度計画の達成状況

総数 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅳ、Ⅲの割合

41 1 34 6 0 85.4%

12 0 11 1 0

29 0 29 0 0 100.0%

10 0 10 0 0

12 0 11 1 0 91.7%

1 0 1 0 0

10 0 10 0 0 100.0%

1 0 1 0 0

コロナ関連含む 1 0 1 0 0 100.0%

コロナ関連除く 1 0 1 0 0 100.0%

コロナ関連含む 1 0 1 0 0 100.0%

コロナ関連除く 0 0 0 0 0

コロナ関連含む 8 0 8 0 0 100.0%

コロナ関連除く 8 0 8 0 0 100.0%

63 1 55 7 0 88.9%

13 0 12 1 0

48 0 48 0 0 100.0%

11 0 11 0 0

※小項目数には数値目標の項目数を含む。（　　）は数値目標の数値（内数）

 ▼ 評価基準
    年度計画の達成状況を４段階で評価

Ⅳ　年度計画を上回って実施している
Ⅲ  年度計画を十分に実施している
Ⅱ  年度計画を十分には実施していない
Ⅰ  年度計画を実施していない

事　　　　　　項

　令和２年度においては、年度計画で設定された小項目50項目と数値目標13項目の
計63項目のうち、計画を達成できた項目（Ⅳ評価及びⅢ評価）は56項目と全体の
88.9％を占める達成状況となっている。ただし、新型コロナウイルス感染症関連を除い
た48項目で見れば、すべてⅢ評価となっており100％の達成状況となっている。
  また、大項目ごとの達成状況についても、教育研究等の質の向上に関する事項以
外は9割を超える達成状況となっている。

第２　教育研究等の質の向上

コロナ関連含む

コロナ関連除く

第４　財務内容の改善

第５　教育研究及び組織運営
      の状況の自己点検等

第３　業務運営の改善

コロナ関連含む

合　　　　　計

コロナ関連含む

コロナ関連除く

第６　その他運営

コロナ関連除く

Ⅱ 全体的な状況



１　教育等に関する目標を達成するための措置
（１）入学者選抜

・両大学では、両大学連携・共同研究として「食後の満腹、満足感を創出す
る味覚と内臓感覚の中枢統合システムの解明」（研究代表者・府大岩﨑教
授、7，000千円）を実施したほか、医科大学は「AIホスピタル・疾患レジスト
リ」、府立大学は「お茶を巡る文化と健康」をテーマに、それぞれインキュ
ベート活動を展開した。
・医科大学では、疾患レジストリの構築に向けて、10月1日に寄附講座「医
学・医療情報管理学（疾患別レジストリ担当）講座」を設置し、症例データ
の整備を進めるとともに、本学コホート研究データとの連携の検証等を進
めた。
・府立大学では、従来の「防災・減災」及び「人権」に「防疫」を加えた「京の
防災防疫安全安心研究センター」を設立した。

（３）教育の質保証
・医科大学では、令和2年10月に医師国家試験に準じた倫理や知識等の
総合試験形式による卒業試験を実施した。
・府立大学では、新型コロナウイルス対策として導入したオンライン授業に
ついて、学生が理解しやすい動画授業の方法や遠隔授業導入に係るカリ
キュラム改善についてFD研修会を開催し、教員の教育力向上を図った。

（４）教育環境の整備・学生への支援
・医科大学では、京都ジョブパークから講師を招き、医学研究科修士課程
大学院生を対象に令和2年8月に就職セミナーを2回開催した。
・府立大学では、キャリアサポートセンターに有資格者のカウンセラーを配
置し、障害のあるなしに関係なく学生個々人にあった相談・カウンセリング
を実施することにした。

２　研究に関する目標を達成するための措置
（１）戦略的な研究の推進

・医科大学では、府教委との高大連携プログラムとして府立高校５校への
出張授業（参加生徒数172名）を行った。
・府立大学では、WWLコンソーシアム構築支援事業（文科省・京都府教育
委員会）に係る高大連携として、「地球智」の創出等を研究テーマとして決
定し、課題研究発表会へ本学教員等を派遣した。（令和3年1月、府立鳥羽
高校）

（２）教育の内容
・医科大学では、国際交流協定校からDDP留学生3名を受け入れるととも
に、外国語による講義の拡充のため大学院医学研究科では講義の23.7%を
英語で実施した。
・医科大学では、新規協定締結校（チュラロンコン大学）への派遣に向けて
学生の選考まで行ったが、新型コロナウイルス感染症の影響により学生派
遣は取りやめとなった。
・府立大学では、「食の文化」学位プログラム（仮称）の３年後の開設を目指
す設置準備委員会を立ち上げるため、委員の人選や事務局の人員配置等
体制の整備を進めている。
・府立大学では、人材育成だけでなく教育研究を通じた地域貢献を行う拠
点として「AIデータサイエンス教育研究センター」を設立した。
・府立大学では、食関連分野の研究等地域貢献活動の基盤となる府内サ
テライトを南部整備計画については南部市場を、北部整備計画については
府立農芸高校及び北桑田高校と高大連携協定を締結するなど活動内容や
拠点整備の策定を開始した。
・京都三大学教養教育研究・推進機構では、哲学に医学を取り入れた「現
代医学の人間観と生きる意味」を新設したほか、京都経済同友会やJA京
都など府内の経済団体等との連携を拡大し、経営者等を講師として招聘す
ることで、京都学系科目「京都の経済」の充実を図った。

第２ 教育研究等の質の向上に関する事項

Ⅲ 特記事項



・医科大学では、中央研究室において大型研究機器である「超解像共焦点
レーザー顕微鏡」（令和2年12月更新）及び「フローサイトメーター」（令和3
年3月更新）をそれぞれ整備した。
・医科大学では、「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ
創設事業」（文部科学省補助金）に令和３年2月に採択され、若手研究者の
育成・支援体制を充実した。
・医科大学では、データマネジャー、プロジェクトマネジャーを各1名採用し
関係部門に配置することにより臨床研究の相談、支援体制を強化した。ま
たURA部門を新設するとともに専任の教員をリサーチ・アドミニストレーター
として雇用し、効率的な産学連携を推進する体制を構築した。
・府立大学では、ハイブリッド授業実施のために、Wi-Fi環境の整備やロー
カルブレイクアウト方式を導入するなど研究環境の整備を実施した。

（３）オープンな研究の推進

３　地域貢献に関する目標を達成するための措置
（１）府や府内市町村、地域との連携
・府立大学では、府内企業からの講演要請もあり、京都知恵産業創造の森
（京都産学公連携機構）と講演会を共催した。
・府立大学では、府域の課題等に的確に対応した地域振興、産業・文化の
発展等に関する調査・研究活動の推進を図ることを目的としたＡＣＴＲの実
施や大学間連携の共同研究などを通じて、医療・食や健康・環境などの地
域課題解決に向けた学際的な研究を推進した。（ACTR件数R２年度：22
件）

・医科大学では、地域連携プラットフォームにおける4大学連携共同研究・
インキュベート活動として「AIホスピタル／疾患レジストリ」をテーマに共同
研究につなげるフォーラムを２回（1月21日、3月16日）開催した。
・府立大学では、京都産学公連携機構の「京都知恵産業創造の森」と連携
し、共同で「府大オリジナル酒　なからぎ」を開発し、研究成果の報告会を
実施するなどオープンな研究に取り組んだ。

・府立大学では、文化庁との一層の連携を図るため、府大と文化庁地域文
化創生本部で包括連携協定を令和3年3月に締結した。
・京都三大学教養教育研究・推進機構では、「京都の文化と文化財」、「資
料で親しむ京都学」を開講し、京都学・歴彩館職員、文化庁地域創生本部
職員、京都府教育庁文化財保護課職員を講師に迎えて、令和2年9月28日
に開講した。（計2科目、計10講義、計講師7名）

（３）産学公連携の推進
・医科大学では、技術移転機関の仲介により、共同研究契約２件、特許オ
プション契約１件を締結した。
・府立大学では、京都固有種であるブドウ「聚楽」等精華キャンパス教員と
府農林水産技術センターが連携しブランド化に向けた取り組みを実施し
た。
・府立大学では、企業と連携し野菜の栽培技術指導方法を研究したほか、
附属演習林を活用した企業向け講座を産学公連携事業として実施した。

（４）地域医療への貢献

（２）研究実施・支援体制の充実 （２）文化庁等との連携

・医科大学では、行政従事医師として、府本庁、府保健所等の行政機関等
へ22名の医師を派遣（京都府社会福祉事業団へは15名派遣）した。
・医科大学では、医師不足が特に深刻な府北部地域の地域医療確保のた
め、公的医療機関に対し、のべ368名の医師を派遣した。
・医科大学北部医療センターでは、在宅チーム訪問活動は令和2年4月か
ら12月までの間に9回実施したほか、連携会議等を8回実施した。

第２ 教育研究等の質の向上に関する事項



・医科大学では、医師の働き方改革に対応するため､各種情報の収集等を
行うとともに、医師事務作業補助者の配置による医療従事者の負担軽減
を進めた。
・医科大学附属病院では、医薬品、医療材料の調達方法を変更し入札を
行った結果、北部医療センター分と合わせ、前年度比で年間換算約５億円
の経費削減を実現した。
・医科大学附属病院では、診療科ヒアリングを9～10月にかけて実施し、病
院中期計画策定のための外来・入院患者数、診療実績等の目標数値の
設定を行った。
・医科大学北部医療センターでは、令和２年度の診療報酬改定に伴い適
正な施設基準の届け出を行うため、経営戦略会議のもとで診療報酬（施設
基準）ワーキングを５回開催するなど経営改善に取り組んだ結果、年間約
8千2百万円の収入増につなげた。

・医科大学附属病院では、HCU（高度治療室）をもつ循環器センターを令和
3年3月から供用開始するとともに、脳神経センター及び消化器センターに
ついても令和３年度の供用開始のための実施設計を行った。
・医科大学附属病院では、がん診療科間の情報共有や関係病院の医療従
事者に対する積極的な周知により、永守記念最先端がん治療研究セン
ターの新規患者が令和元年度の203人から令和2年度は253人に増加する
など治療実績の向上につなげた。

（２）地域医療との連携・地域医療人材の育成
・医科大学では、AMED（日本医療研究開発機構）の公的研究費等を獲得
し、新型コロナウイルス感染症に対する次世代治療法等の研究開発に取り
組んだ。
・医科大学では、「感染症医療人材養成事業」（文部科学省補助金）に令和
3年3月に採択され、感染症に関する高度な知識を身につけた医療人材育
成のための体制整備を進めた。
・医科大学附属病院では、手術や放射線治療といった従来のがん療法に、
がんゲノム医療を加えてがん診療連携拠点病院として最適な治療を患者
に提供した。

・医科大学北部医療センターでは、がん診療棟にて令和２年６月から以下
のとおり順次運用を開始した。
　　外来化学療法　6月29日運用開始（７床→10床拡充）
　　PET-CTによる検査　7月27日運用開始
　　リニアックによる放射線治療　10月5日運用開始
・医科大学附属病院では、第１種感染症指定医療機関として、新型コロナ
ウイルス感染症の重症患者等の受入に全力を尽くして対応しており、令和
3年3月末までの入院患者は計127名であった。
・医科大学附属病院では、新型コロナウイルス感染患者の受入にあたって
妊産婦、新生児、精神疾患や腎不全にも対応できるよう設備等を整備し
た。
・医科大学附属病院では、卒後研修において地域の医療における研修を
必須にし、また、研修現場で他職種との協働を推進することにより地域医
療・チーム医療マインドを持つ医療人の育成に努めるとともに、地域の病
院から研修員を延べ28人／月を受け入れ、新専門医制度への対応を進め
（３）安定的な病院経営と運営体制の改善

４　医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標を達成す
るための措置
（１）高度医療・先進医療の提供

（５）生涯学習の推進
・医科大学では、大学公開講座において特に関心の高い新型コロナウイル
ス感染症感染防止に関する動画配信を行った。（配信講座数：9、総視聴回
数：2,733回）
・医科大学北部医療センターでは、がん治療に関する府民公開講座を2回
実施するとともに、TV・ラジオによる健康情報の発信を行った。
・府立大学では、知事、両大学長、千玄室氏による国際京都学シンポジウ
ム「お茶をめぐる文化と健康」を8月28日に開催し、85名の参加者があっ
た。

第２ 教育研究等の質の向上に関する事項



（４）安心・安全で患者視点に立った医療サービスの向上
・医科大学附属病院では、メディカルセンターのうち循環器センターを令和3
年3月から供用開始し、総室の4床化やナースステーションの一体化による
看護単位の見直しを実施するとともに、令和3年度に整備を行う脳神経セン
ター及び消化器センターについても対応できるよう実施設計を行った。
・医科大学附属病院では、会計窓口の待ち時間短縮に関するニーズに対
応すべく、令和2年1月に後払いシステムを導入し令和2年度においてはそ
の利用促進による待ち時間減少に取り組んだ。
・医科大学附属病院では、新型コロナウイルス感染症への対応として３密
を避けるためにWEB上での開催を中心とし、電子カルテ端末での研修動画
視聴も活用しながら全病院職員や清掃業務委託業者を対象とした研修会
を実施した。
・医科大学北部医療センターでは、患者サービス向上の取組として以下の
取組を実施した。
再来機利用順のための番号発券機の設置、トイレ等療養環境の整備、
エントランス等患者動線の再検討、玄関トリアージ（体温チェックなど）、
オンライン面会、外来待ち時間の自家用車待機、電話による再診、
窓口・食堂・外来待合室等アクリル板設置、発熱外来受診者の後払い

（５）国際医療の推進に向けた対応
・医科大学では、シンガポール国立大学との間で令和2年12月に国際学術
交流協定を締結した。
・医科大学附属病院では、外国人患者対応専門部署の設置に向けて令和
2年7月に英語通訳等の専門職員を配置した。

第２ 教育研究等の質の向上に関する事項



（２）働き方改革の推進
・両大学では、出退勤管理システムを導入し、システムによる出勤・退勤時
間の管理を行っている。
・医科大学では、業務の効率化による長時間労働の是正など働き方改革
を推進するため、業者に委託し、事務部門における業務の現状分析及び
改善方策の検討を行った。
・府立大学では、業務の繁忙期には他課からの応援体制を組織し働き改
革を実施した。

・両大学では、ファイヤーウォールについては府大・医大でネットワーク機
器を共同調達し、データセンターに設置した。
・医科大学では、令和3年2月に「フィッシングメールへの対応、違法ダウン
ロードなどセキュリティの基礎」をテーマに情報セキュリティ研修を実施し
た。
・府立大学では、令和3年3月に「情報におけるセキュリティ対策」をテーマ
に研修を実施した。

・医科大学では、研究活動の成果について積極的にプレスリリースを実施
するため、学内に実施方法を周知した。（リリース実績：36件）
・医科大学では、創立150周年に向けて未来を担う部門のHPを開設し、ス
テートメント及びスローガン「継承し、創造する未来」の広報を実施するとと
もに、広報用バナースタンド、のぼり旗等を作成し、150周年記念事業の周
知を行った。
・府立大学では、大学ロゴの商標登録を行った。
・府立大学では、学長による雑誌・新聞等の紙媒体だけでなくテレビ等も活
用した研究内容の発表等により知名度の向上に役立てた。

（４）情報セキュリティ対策の強化

（５）教育・研究体制の見直し
・医科大学では、課題別に9つのＷＧを設置するとともに、将来整備構想検
討委員会を開催し、診療・教育・研究機能の適正配備を含む施設整備構
想を取りまとめた。
・府立大学では、社会のビッグデータ等を活用し、かつ専門分野の問題発
見・解決ができ、新たな価値の創造が可能な人材の育成や教育研究を通
じた地域貢献を行う拠点として「AIデータサイエンス教育研究センター」を
設立した。

２　人事管理に関する目標を達成するための措置
（１）人材育成の見直し、人事制度の改革

（３）情報発信力の強化、ブランド力の向上
・両大学では、同一労働同一賃金の法施行にあわせ、有期雇用教職員の
就業規則を改正施行し、新たに期末手当の支給を開始、基本給を月額化
し、不合理な待遇差を解消した。
・医科大学では、採用・転入した事務・技術職員を対象に令和2年6～7月
に転入者研修を実施し、法人・大学・病院の概要を的確に把握させ、大学
職員として必要な基礎知識の定着を図った。
・医科大学では、一般事業主行動計画で定めた目標数値はすべて達成し
た。
　　女性教職員の採用者全体に占める割合　　目標：65%以上　状況：
68.75%
　　女性管理職の割合（教員以外も含む。）　目標：1/3以上　状況：38.70％
・府立大学では、公立大学協会がオンラインで実施した会計セミナーを経
理担当職員が受講し会計事務のレベルアップを図った。
・府立大学では、教員の公募要件に男女共同参画の取組推進について記
載するなど、女性の登用・登用促進の取組を実施した。
　　女性登用割合　目標値：60%、状況：53.65%
　　女性管理職割合　目標値：17%、状況：20.3%

（１）ガバナンスの強化と戦略的経営の推進
・大学法人では、理事長・両大学学長・法人事務総長による経営戦略会議
を定期的に開催した（年9回）。

（２）教職協働の推進
・医科大学では、カリキュラム等に関して学生への意見を聴取するため、原
則月1回、学生が参画する教育センター会議を開催した。
・府立大学では、「オンラインで実施した教養の授業を振り返る」をテーマに
「学生ワークショップ」をオンラインで開催した。（学生33名、教員9名、事務
２名）

１　業務運営に関する目標を達成するための措置

第３ 業務運営の改善等に関する事項



（２）ＩＣＴ活用による生産性向上
・両大学では、人事給与システムと出退勤管理システムの連携による時間
外データ等の自動反映による事務の省略化を図るため、令和3年度予算で
システムの改修経費を確保した。
・医科大学では、令和2年1月に電子カルテシステム及び各部門システムを
含めた総合医療情報システムのリプレイスにより、処理の高速化や入力の
省力化を図った。
・府立大学では、令和3年度に実施するWEB出願について令和２年度に予
算を獲得し、契約の準備に入った。

３　効率的経営の推進に関する目標を達成するための措置
（１）両大学事務の連携強化・共同化、業務委託の推進
・両大学では、医大企画・研究支援課長、府大企画課長間で両大学の事務
の現状について情報共有を行うとともに、知的財産、産学連携、国際交
流、広報担当者間で適宜情報交換を行った。特に、国際交流については新
型コロナウイルス感染症への対応や京都大学百万遍国際交流施設の借り
上げ等、広報については大学ランキングへの対応等について積極的な情
報交換を実施した。

第３ 業務運営の改善等に関する事項



・医科大学では、不動産を含む様々な財産を柔軟に受け入れ出来るよう現
物資産活用基金運営委員会にて受入制度を整備するとともに、実際に寄
附をいただいた不動産については入札による換価を決定し、境界画定・地
積更正等登記申請業務や不動産鑑定を実施した。
・府立大学では、個人資産を受け入れ設置した留学生基金について、留学
準備にも補助が出るように寄付者の意思により符号するように変更するな
ど寄付しやすい環境整備を行った。

１　収入・経費等に関する目標を達成するための措置

第４ 財務内容の改善に関する事項



・医科大学では、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、1年間の延期
特例処置が設けられたため、この措置を受け、令和4年2月に病院機能評
価の更新審査を受審することとなった。
・府立大学では、令和5年度に一般財団法人大学教育質保証・評価セン
ターの大学評価を受けるべく、研修を受講した。

１　自己点検・評価及び業務運営への反映等に関する目標を達成するため

第５ 教育研究及び組織運営の状況の自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項



・医科大学では、研究者倫理教育用のeラーニングプログラムである「e
APRIN」の受講を徹底し、研究倫理意識の向上を図った。
・医科大学では、研究倫理教育・臨床研究実施者等を対象とする研修会
は、合計で9回実施した（Webを用いたセミナー形式を含む）。
・府立大学では、研究費不正使用防止のための説明会を令和2年9月と同
年10月の2回Weｂにより実施した。
・府立大学では、令和2年10月2日から31日までWebを使ってコンプライアン
ス研修を実施するとともに、学生に対する研究倫理教育は各学部・研究科
のガイダンスにおいて実施した。

（３）個人情報保護

（１）施設の計画的整備
・医科大学では、課題別に9つのＷＧを設置するとともに、将来整備構想検
討委員会を開催し、診療・教育・研究機能の適正配備を含む施設整備構想
を取りまとめた。
・医科大学附属病院では、メディカルセンター整備計画における循環器セン
ター整備工事が完了し令和3年3月に供用開始した。
・医科大学附属病院では、ダヴィンチ、MRI装置及び人工心肺装置につい
て令和2年度に納入が完了し運用を開始している。
・医科大学北部医療センターでは、経営戦略会議を開催し、北部医療セン
ターの今後の整備検討について、平成28年3月の北京都安心医療拠点整
備検討会からの提言の具体化に向け令和2年9月から11月にかけて院内
議論を行った。
・府立大学では、学部学科再編を核とする「新生府立大学」の具体化に向
けて大学の方針を決定するため、高校や企業のニーズ、社会状況の分析
を実施する予算を京都府から獲得した。
・府立大学では、学内の施設整備委員会を５回及び精華キャンパス整備
ワーキンググループを６回開催し、「新生府立大学」の実現に向けた「京都
府立大学施設整備構想」を策定した。

１　教育研究・診療施設の計画的整備に関する目標を達成するための措
（２）研究の公正と信頼性の確保

２　コンプライアンスの徹底に関する目標を達成するための措置
（１）法令遵守
・法人本部では、内部監査の充実に取り組み、以下の各種内容で実施し
た。
○府立医科大学及び北部医療センターの保育所の運営状況
○働き方改革関連法施行に伴う取組の進捗状況
○公的外部資金（科研費、受託費等）の執行状況
○府立医科大学における毒劇物管理対策の取組状況
・医科大学では、平成29年度に策定したコンプライアンス指針について、令
和2年度の新規採用教職員全員に配布するとともに、学内ホームページで
周知を図るほか、学生に対しては学生便覧への掲載により周知を図った。
・府立大学では、令和2年10月2日から31日までWebによるコンプライアンス
研修を実施した。（受講者203名）

・医科大学では、電子カルテシステムにおける個人情報を保護するため、
セキュリティ対策を実施するとともに、令和2年4月には研修医及び異動医
師等利用者へのセキュリティ研修を実施した。

３　人権に関する目標を達成するための措置
・医科大学では、新型コロナにより生まれた新たな人権問題や新聞報道の
あったアンケートリテラシーをテーマに、正しい理解と認識を深めるため、
全教職員を対象に人権啓発研修を実施した。
・府立大学では、教職員に対する人権研修をWebで実施するとともに、教
養基礎科目にこれまでなかった「人権教育科目」の区分を設け、人権教育
の重要さを明示するなど履修者増加のための工夫を行った。

４　安全衛生管理及び危機管理体制の確保に関する目標を達成するため
の措置
・医科大学では、平成30年に作成した海外実習等緊急事故対応マニュア
ルの改正について検討し、マニュアルに基づいた学内シミュレーション研
修を実施した。
・府立大学では、自然災害だけでなく、不測事態全般への対応を含めた危
機管理マニュアルを新たに策定し、防災計画を見直した。

第６ その他運営に関する重要事項



５　環境への配慮に関する目標を達成するための措置

６　大学支援組織の形成・拡大等に関する目標を達成するための措置

・医科大学では、大学・病院から排出される廃液・廃試薬について、定期的
に学内から回収し許可業者への委託により適切に処理した。
・府立大学では、「３年以上使用実績のない毒劇物の保存・廃棄に係る
ルール」を新たに制定し、より適切な管理に努めた。

・両大学では、4大学連携研究では企業を含めて社会実装につながる新た
な枠組で5件の共同研究を実施するとともに、医大は「AIホスピタル・疾患レ
ジストリ」、府大「お茶を巡る文化と健康」をテーマに、それぞれインキュ
ベート活動を展開した。
・医科大学では、創立150周年に向けて、未来を担う部門のHP開設、ス
テートメント・スローガンの広報、バナースタンド、のぼり旗の配布などを
行った。学友会に対する情報発信として、毎号150周年に関する特集記事
を掲載している。
・府立大学では、令和2年9月末には京都商工会議所と「地域産業の活性
化と人材育成に関する包括連携協定」を締結し、府立大学の応援者の裾
野拡大を図った。

第６ その他運営に関する重要事項



中
期
目
標

自己評価 委員会評価 評価委員会コメント等中期計画 年度計画 計画の実施状況等

大学の理念や人材育成方針に沿った優秀で多様な学生を受け入れるため、多面的な評価による入学者選抜や府内の高校との連携強化に取り組む。

Ⅲ Ⅲ

・府教委との高大連携プログラムとして府立高
校５校への出張授業（参加生徒数172名）を
行った。【医大】

①
明確な入学者受入方針（アドミッ
ション・ポリシー）を掲げ、大学入試
制度改革に対応した知識・技能や
思考力・判断力・表現力、主体性な
ど、学力の多面的・総合的な評価
による入学者選抜を実施するととも
に、高校生への模擬講義や教員懇
談会などを通じて府内高校等と連
携を強化するなど、優秀で多様な
学生の受入を推進する。

１
・府内の高校と連携し、出張授業・
模擬授業や高校教員との懇談会、
学生派遣などの高大連携プログラ
ムに取り組む。
【共通】 ・高校教員との懇談会についてはコロナ禍を考

慮し本学HPに「入試に関するよくある質問」を
掲載したほか、メールやFAXにより質問を受け
付ける対策で代替した。
・WWLコンソーシアム構築支援事業（文科省・京
都府教育委員会）に係る高大連携として、「地
球智」の創出等を研究テーマとして決定し、課
題研究発表会へ本学教員等を派遣した。（令和
3年1月30日府立鳥羽高校）
【府大】

項目別の状況

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
１ 教育に関する目標

（１）入学者選抜



中
期
目
標

ア　倫理観を備えた高度専門人材の育成
倫理観を備えた高度専門人材を育成するため、入学から卒業まで一貫した生命・医療をはじめとする倫理教育を充実させるとともに、最先端の各専門分野の知識や技術
を備え、社会実装や横断的・学際的な教育研究に対応する応用力・実践力を身につけるための教育を行う。

イ　情報活用能力等を有する人材の育成
グローバル化やＡＩ・ＩoＴ等を活用した超スマート社会の到来に対応するため、高度情報化の進展に対応する情報活用能力を有し、国際社会で活躍するためのコミュニ
ケーション力や多様な価値観を有する人材を育成するとともに、学生の留学や海外の留学生・教員の受入促進を図る。

ウ　地域に貢献する人材の育成
地域における実習や体験学習などの充実を図り、豊かな医療マインド・リサーチマインドを備えた地域の医療を支える医療人材及び地域の課題解決のための実践力を有
し、地域の発展に貢献する人材を育成する。

エ　教養教育
幅広い視野、倫理観、豊かな人間性、新たな価値を生み出す創造性や協調性、主体性を涵養(かんよう)するため、医科大学・府立大学・京都工芸繊維大学による教養教
育の共同化を推進するなど、教養教育の一層の充実を図る。

オ　社会人教育
人生100年時代を迎える中、社会人の学び直しを支援し、キャリアアップや職業上必要な専門知識・技術を習得するための環境を整備するとともに、府民が生涯を通じて
学び、活躍できるよう、リカレント教育の充実を図る。

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
１ 教育に関する目標

（２）教育の内容



自己評価 委員会評価

併せて、両大学において、社会の
変革や課題に挑戦し、指導的な役
割を担うために必要なコミュニケー
ション能力、課題発見・解決能力、
論理的思考力、課題探究心や倫理
観を持つ人材を育成する。

・患者や医療関係者の話を聞くこと
により医師のあるべき姿について
考える「統合授業」を実施する。【医
大】

・事前に関係者の話を録画し配信した講義動画
をもとに、医師のあるべき姿についてオンライン
上でグループディスカッションを行う統合授業を
令和2年6月に実施した。【医大】

・初年度導入教育プログラムにつ
いて、科目構成や習得能力評価方
法の検討を行う。
【府大】

・GPA制を含む成績評価の方法、ゼミの編成を
含む科目構成について議論した際にCAP制の
開始による学生の履修方法や単位取得の影響
も考慮することが必要だと判断したため、引き
続き検討することとなった。
【府大】

Ⅲ Ⅲ

府立大学では、和食文化に関する
大学院学位プログラムの設置につ
いて文部科学省との協議が進めら
れており、プログラムの方向性を定
めることができているが、設置に向
けては、専門家の参加や学位につ
いての検討を急ぐべきである。

②
医科大学において、世界水準の研
究と地域医療への貢献に向けて、
医療現場での臨床実習等を通じ
て、専門知識・技術と医療人として
の心構えを身につけるとともに、将
来にわたって高い専門性を修得し
得る応用力・実践力、倫理観を兼
ね備え、独創的創造力・人間力の
シナジーを備えた、医療人材を育
成する。

２
・北部医療センターにおいて大学院
特別講義を実施し、北部地域の医
療従事者に高度で専門的な学習
機会を提供する。【医大】

・令和2年11月に北部医療センターで北部地域
の医療従事者を対象に「概日リズム障害の病
態と予防」に関する大学院特別講義を実施し
た。【医大】

また、府立大学において、京都府
総合計画やＳＤＧｓなども視野に、
社会のニーズに応じた新たな学位
プログラムやコースワークの導入
により、高い専門性と実践力を備
え、様々な分野でグローカルに活
躍する人材を育成する。

・和食文化に関する大学院学位プ
ログラムを開発する。【府大】

・大学院学位プログラムを文科省と協議した
が、コロナ禍の影響で学位取得に係るニーズ
が幅広な内容に変化していることを反映するよ
うに指示され、「食の文化」学位プログラム（仮
称）の３年後の開設を目指す設置準備委員会
を立ち上げるため、委員の人選や事務局の人
員配置等体制の整備を進めている。
【府大】

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等



・専門性に応じたデータの活用がで
きる人材やSociety 5.0をリードする
AI等高度情報技術人材の育成を行
う新センターの構想を策定する。
【府大】

・人材育成だけでなく教育研究を通じた地域貢
献を行う拠点として「AIデータサイエンス教育研
究センター」を設立した。
【府大】

③
外国語教育・異文化理解教育や学
生の留学の支援により、国際的な
コミュニケーション力の養成や多様
な価値観を備えた人材の育成を図
るとともに、海外からの留学生や教
員の受入の推進、外国人教員の採
用増により、教育環境のグローバ
ル化を推進する。
　また、全ての学生に対し情報リテ
ラシーやデータ活用能力の向上な
ど高度情報化に対応した教育を行
うとともに、ＡＩ・ビッグデータ等を自
分の専門分野で応用展開できる人
材及び高度情報技術人材を育成
するなど、Society 5.0（超スマート
社会）に対応できる幅広い知識と
深い専門性を持った人材を育成す
る。

Ⅱ

両大学では、国際交流について、オ
ンライン留学や英語講義の拡大等
による措置を実施しているものの、
新型コロナウイルス感染症の影響
により、学生の受入及び派遣につい
ては大幅に縮小している。

３
・国際化推進プランにもとづき、海
外からの留学生や教員受入の推
進及び外国語による講義の拡充
（大学院医学研究科において講義
の２０％を英語で実施）を進めると
ともに、新規協定締結校（チュラロ
ンコン大学）への学生派遣を開始
する。【医大】

・国際交流協定校からDDP留学生3名を受け入
れた。教員は受入に向けた学内調整を進めた
ものの、新型コロナウイルス感染症の影響を考
慮し教員受入は取りやめとした。
・外国語による講義の拡充のため大学院医学
研究科では講義の23.7%を英語で実施した。
・新規協定締結校（チュラロンコン大学）への派
遣に向けて学生の選考まで行ったが、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により学生派遣は取
りやめとなった。【医大】

・国際センターの機能を強化し、海
外協定校との授業料の相互免除
の拡大、外国人研究者や留学生の
宿舎の拡充を図るとともに、学生の
留学や教職員の海外派遣を支援
するための海外サテライトオフィス
の整備計画を策定する。【府大】

・インドネシアのタデュラコ大学及びオーストリ
アのウィーン農科大学との国際交流協定の更
新の際に授業料相互免除の規定を盛り込ん
だ。
・外国人研究者および留学生宿舎については
令和3年10月から京都大学百万遍国際交流会
館の5室を借り上げることで京都大学と令和3年
度前半に正式に契約を締結することとした。
・海外サテライトオフィスは候補地を香港、シン
ガポールと選定したが、コロナ禍の影響を受け
人の往来を伴う交流ができないため交渉が中
断している。
・外国人の新規留学生16名を受け入れ決定し
たが、うち２名（中国人）についてはコロナ禍の
影響で入国できなかったことから、オンラインに
よる授業や研究指導を実施している。
・留学の支援として、コロナ禍のため現地留学
ができない場合に、例えばドイツのレーゲンス
ブルク大学で実施される遠隔授業を履修し、本
学の単位としての認定を行うなど、コロナ禍の
中でもできる新しい留学を展開中である。【府
大】



Ⅲ Ⅲ

④
医科大学において、府内の関連病
院を中心とした診療参加型臨床実
習・地域滞在型医療実習の実施や
看護現場の現状に則した実践的な
看護学教育の充実と環境整備を図
り、リサーチマインドを備えた地域
医療に貢献する優秀な医療人材を
育成する。

４
・医学科５年生での滞在型地域医
療実習、早期体験実習としての低
学年の希望者を対象に府北部・中
部地域の病院での見学実習を実
施し、地域医療への理解と関心を
深める。
【医大】

・滞在型地域医療実習は、新型コロナウイルス
感染症の影響を受けて病院での見学実習は中
止せざるをえなかったが、ビデオ視聴による代
替学習により地域医療への理解と関心を深め
た。
・早期体験実習は夏休み期間を利用して病院
での見学実習を行う予定であったが、新型コロ
ナウイルス感染症を考慮し中止とした。【医大】

また、府立大学において、地域課
題を解決するための企画力・提案
力・実行力を身に付けるための人
材育成プログラムの開発や現場体
験・フィールドワーク・課題探求型
学習の充実により、地域社会と協
働して実践的に活動する人材を育
成する。

・「地域創生人材育成プログラム」
の実施など、地域をキャンパスとし
て、様々な業種、福祉現場、地方
自治体等と連携した具体的な施
策・事業案の企画立案・提案に取り
組む課題探求型学習を行う。
・下鴨農場でのフィールドワークを
取り入れた、文理融合型の実践的
な実習プログラムを構築する。【府
大】

・「地（知）の案内人」を招聘したり、訪問するな
ど実際の事例にあたりながら市町を含む現場と
連携し、事業案の企画等に参画する課題探求
型学習を実施している。（新型コロナウイルス
感染対策としてZoom等により実施中である。）
・コロナ禍の影響で下鴨農場でのフィールド
ワークに支障がで、文理融合型の実践的な実
習プログラムの構築をするまでには至らなかっ
た。
【府大】

⑤
医科大学・府立大学・京都工芸繊
維大学（以下、「工繊大学」という。）
の三大学による教養教育共同化に
おいて、少人数で討論を行うリベラ
ルアーツゼミナールや京都の文化
などの地域的、歴史的、文化的特
色を学ぶ京都学の充実などカリ
キュラムの見直しや学生間の交流
を促進し、一層の充実を図るととも
に、両大学独自のカリキュラムにお
ける初年次（導入）教育、高学年に
おける教養教育の実施や学部・学
科等の枠を超えた文理横断的な科
目の充実を図るなど、幅広い視野
や大局観、豊かな人間性と高い倫
理観や創造力、生涯にわたって学
び考える姿勢を有する人材を育成
する。

５
・リベラルアーツゼミナールや京都
学などの科目の新設、科目内容や
開講時期の見直しなどの教養教育
共同化のカリキュラムの充実を図
るとともに、三大学の学生による自
主的な交流活動を支援する。【共
通】

・哲学に医学を取り入れた「現代医学の人間観
と生きる意味」を新設した。
・京都経済同友会やJA京都など府内の経済団
体等との連携を拡大し、経営者等を講師として
招聘することで、京都学系科目「京都の経済」
の充実を図った。
また、「京都の文化と文化財」では、能楽金剛
流家元に講義いただくなど、世界的に活躍でき
る人材の育成に資する講座運営に当たり、履
修率を向上させた。
また、履修希望ニーズに応えて2科目を後期か
ら前期に移す等柔軟な科目運営に努め、履修
率の向上に努めた。（R1;82.1%→R2;85.8%）
なお、コロナ渦ではあったが、リベラルアーツク
ラス内での自主交流の企画立案を担当教員が
具体的に指導するなど学生の活動を支援した。
【共通】

三大学（京都府立大学、京都府立
医科大学、京都工芸繊維大学）の
教養教育共同化については、平成
26年に共同化授業が開始されてか
ら７年目を迎え、リベラルアーツゼミ
ナールの充実など、科目の見直し・
拡充が進められており、提供科目
数も令和元年度の79科目から81科
目に増加している。

Ⅱ



・自治体職員等が修学しやすいよ
う、大学院の修業期間の短縮につ
いて検討するとともに、府・府内市
町村職員の能力向上を図る新たな
教育プログラムの開発を行う。ま
た、京都府北部などでの地域貢献
の基盤となる府内サテライトオフィ
スの整備計画を策定する。【府大】

・コロナ禍の影響で自治体職員等の大学院修
業期間の短縮検討はできなかったが、自治体
研修生の新たな教育プログラムとして本学教員
や企業と連携しながら地域課題を解決する事
業に直接参加させ能力の向上を図った。
・食関連分野の研究等地域貢献活動の基盤と
なる府内サテライトを南部整備計画については
南部市場を、北部整備計画については府立農
芸高校及び北桑田高校と高大連携協定を締結
するなど活動内容や拠点整備の策定を開始し
た。【府大】

⑥
　リカレント教育の充実において
は、職業上必要な高度で多様な専
門知識や技能の取得への対応、看
護師等の復職支援のための再教
育プログラムの充実などキャリアパ
スの多様化や社会人の学び直し
ニーズなどに的確に対応する。
特に、医科大学では、大学院医学
研究科において、地域の医療者の
ニーズに合わせたキャリア形成や
地域における総合医療を担う人材
養成科目を設置するとともに、保健
看護学研究科においては保健看護
の教育研究における看護実践に寄
与できる指導者を育成する。
また、府立大学では、府内の自治
体職員の研修機能の拡充や地域
活性化人材の育成のためのコース
を設置するとともに、社会人の履修
に適した教育プログラムの開発を
推進する。

Ⅱ

リカレント教育について、新型コロナ
ウイルス感染症の影響による募集
の停止、ニーズの変化による課程
の見直し等により規模が縮小してい
る。

６
・府内看護職のリカレント教育とし
て、潜在看護師の復職支援を充実
するとともに、中堅（ジェネラリスト）
看護職のキャリアアップのための
特定行為研修を整備する。【医大】

・潜在看護師の復職支援は、募集時期に新型
コロナウイルス感染防止のため附属病院内へ
の学外者の立入を認めていなかったため募集
できなかった。
・特定行為研修（在籍期間1年・修了者4名）を３
密を避けるなど感染予防対策を徹底した上で
実施した。
【医大】

・学び直しを希望する社会人を対
象とした、大学院レベルの高度な
専門知識や技能を培うリカレント教
育プログラムの開発及び夜間・休
日の開講など、社会人が受講しや
すい教育環境について検討する。
【府大】

・コロナ禍の影響で学位取得に係るニーズが激
変したことを受け、専門知識や技能の向上など
リカレント教育の課程を見直すとともに、リモー
ト・オンデマンド授業の開講など社会人が受講
しやすい方法の検討を始めたところ。【府大】



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

・新型コロナウイルス対策として導入したオンラ
イン授業について、学生が理解しやすい動画授
業の方法や遠隔授業導入に係るカリキュラム
改善についてFD研修会を開催し、教員の教育
力向上を図った。
【府大】

・医学科において、卒業判定の際
に医療人の倫理・知識等の総合的
な評価としての総合試験を実施、
卒前教育に関するアンケートの実
施など学修成果の改善に取り組
む。【医大】

・令和2年10月に医師国家試験に準じた倫理や
知識等の総合試験形式による卒業試験を実施
した。
・卒業予定の学生を対象とした卒前教育に係る
アンケートを実施、結果は教育センターにおい
て今後学習成果の改善に活用することとしてい
る。【医大】

７
・ＦＤ研修の内容を充実させ､授業
内容・方法・カリキュラムの改善や
教員の教育力の向上を図る。【共
通】

・ＦＤ研修は令和3年2月目処で開催する予定で
あったが、新型コロナウイルス感染症の影響も
あり、令和3年4月に総合試験（卒業試験及び進
級試験）のあり方を検討するFDを開催した。
【医大】

中期計画

・学生が授業科目のレベルや専門
性を勘案して履修できる科目ナン
バリングの全学的な導入に向けて､
試行を行う。【府大】

・ナンバリングを試行した結果、今後の課題とし
て科目ごとの難易度を加える必要が生じたた
めこれらの導入検討を始めた。【府大】

評価委員会コメント等

⑦
卒業認定・学位授与の方針（ディプ
ロマ・ポリシー）に基づき、教育課程
編成・実施の方針（カリキュラム・ポ
リシー）が適切に策定され、ディプ
ロマ・ポリシーで求める学修成果が
達成されるよう、教育内容の第三
者評価や学生アンケート等による
カリキュラムの検証・改善の継続的
な実施や教育ＩＲ室の設置など、教
育内容の検証・改善体制の強化に
よる教学マネジメントを確立すると
ともに、ナンバリングの導入など科
目の体系化や適切な成績評価、学
生の満足度調査などを進め、学修
成果の可視化と情報の公表を図
る。
また、ＦＤ研修の充実などにより、
対話型授業や課題探求型学習等
のアクティブラーニングの拡充など
授業内容・方法の改善や教員の教
育力の向上を図る。

Ⅲ

18歳人口の減少に伴い大学間競争が激しくなる中、両大学をより魅力ある大学にするため、自己点検や外部評価等による授業内容の改善・充実や教員の教育力向上、
カリキュラムの検証・改善を図るなど、継続的に教育システムの見直しを行う。

年度計画 計画の実施状況等

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
１ 教育に関する目標

(3) 継続的な教育システムの見直し



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

多様なニーズを有する学生の受入れが進む中、学生が健康で充実した学生生活を送ることができるようにするため、障がい者や社会人、留学生等を含む多様な学生の
ニーズに応じた学修・生活支援、経済支援を行うとともに、教育・学修環境の充実を図る。
また、キャリア教育やきめ細やかな就職・進学などの進路指導を行い、卒業生の就職を支援する。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

・医学研究科修士課程大学院生を
対象とした就職活動支援を実施す
る。【医大】

・京都ジョブパークから講師を招き、医学研究
科修士課程大学院生を対象に令和2年8月に就
職セミナーを2回開催した。【医大】

８
・入学金・授業料の減免など国の
修学支援制度を上回る学生への経
済的支援を実施する。【共通】

・国の修学支援制度では、減免割合が減少あ
るいは、対象外となった学生に対して、法人の
現行制度により補完的に措置することにより経
済的な支援を実施した。【共通】

（国制度を上回る授業料減免者数）
・国制度併用63名、法人制度のみ適用13名【医
大】
・国制度併用78名、法人制度のみ適用87名【府
大】

⑧
入学金・授業料の減免など学生へ
の経済的支援や障がいのある学生
への配慮など、学生の修学や生活
への相談対応や支援、学生生活に
おける安全管理・健康管理を行う。
入学時から卒業まで一貫したキャ
リア教育、きめ細かい進路相談・指
導などにより就職活動の支援を推
進するとともに、医科大学では国家
試験対策を含めたキャリア形成支
援の充実を図る。
また、ラーニングコモンズの充実な
どの学生の自主的な学習環境や、
情報機器やネットワーク環境の整
備によるＩＣＴの活用推進など、教
育環境の整備を図る。

Ⅲ Ⅲ

・障がいのある学生が相談しやす
く、個別の対応等がスムーズに行
えるよう、学習支援室の機能を強
化する。
・ ビジネスマインドを養うとともに、
地域社会に貢献する生き方・働き
方を考えるための演習等による
キャリア教育を1回生から行うなど、
きめ細かい進路相談・指導を実施
する。【府大】

・キャリアサポートセンターに有資格者のカウン
セラーを配置し、障害のあるなしに関係なく学
生個々人にあった相談・カウンセリングを実施
することにした。
・相談室をパーテーションで3箇所に区切り、学
生同士が合わないような動線を確保し、安心し
て相談できる環境整備を行うこととした。
・キャリア教育を1回生後期から実施した。【府
大】

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
１ 教育に関する目標

(4) 学生への支援



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅲ Ⅲ

世界水準の革新的・先端的な研究開発や、地域の課題解決やグローバルな視点に立った先進的な研究を推進するとともに、分野横断的な研究や両大学、京都工芸繊維
大学及び京都薬科大学の連携による共同研究を推進する。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等

⑨
医科大学において、革新的な基礎
医学研究の推進、先進医療技術に
関する研究開発、地域の健康課題
の解決やグローバルな視点に立っ
た臨床研究を推進するとともに、最
先端の臨床研究・治験を実施す
る。
また、臨床ニーズを踏まえた基礎
研究シーズの発掘・共有・活用によ
り、基礎医学部門と臨床医学部門
の連携強化を図るとともに、創薬セ
ンターを中心とする新たな医薬品
等の研究開発、医療分野における
情報工学マネジメントの導入と病院
経営への応用研究などを推進す
る。

９
・府民の健康づくりと臨床研究の発
展に資する疾患レジストリ構築に
向け、症例データの整備、本学コ
ホート研究のデータと附属病院の
蓄積データとの連携について検証
を行う。
・創薬センターを中心に、新たな医
薬品等の研究開発を進める。
・共同研究講座「次世代ホウ素中
性子捕捉療法研究講座」におい
て、ホウ素中性子捕捉療法
（BNCT）の本学での臨床研究に向
けた共同研究を進める。【医大】

・疾患レジストリの構築に向けて、10月1日に寄
附講座「医学・医療情報管理学（疾患別レジス
トリ担当）講座」を設置し、症例データの整備を
進めるとともに、本学コホート研究データとの連
携の検証等を進めた。
・創薬センターにおいて、民間企業との共同研
究契約を締結し新たな共同研究を開始した。
・共同研究講座「次世代ホウ素中性子捕捉療
法研究講座」において、定期的に企業との打合
せを実施するなど臨床研究に向けた共同研究
を進めた。
【医大】

評価委員会コメント等

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
２ 研究に関する目標

(1) 戦略的な研究の推進



Ⅲ Ⅲ

10
・京都学・歴彩館などと連携して展
示・教育普及活動やアウトリーチ活
動を行い、地域の課題に即した教
育研究に取り組むとともに、デジタ
ルアーカイブに関する共同研究に
着手する。【府大】

・三大学共同化科目において「京都の文化と文
化財」を、京都学・歴彩館職員、文化庁地域創
生本部職員、京都府教育庁文化財保護課職員
を講師に迎え、令和2年9月28日に開講した。
【共通】

・文学部学生・院生が、歴彩館所蔵の史料を活
用して行う企画展示会「歴彩館∞府大生 コラボ
で探る京都学」を令和2年12月12日（土）～令和
3年1月10日（日）に開催し、期間に460名の参
加者があった。
・京都学・歴彩館職員等と連携し、デジタル保
存方法やデジタル保存すべき資料等の洗い出
しに着手した。【府大】

・防災・減災及び人権リスク対策を
目的とする研究センター「京の防災
安全安心研究センター（仮称）」を
設立する。【府大】

・ｗithコロナ及びアフターコロナの時代到来を
鑑み、従来の「防災・減災」及び「人権」に「防
疫」を加えた「京の防災防疫安全安心研究セン
ター」を設立した。【府大】

⑪
両大学が連携して、農福連携、防
災と環境、長寿と環境・栄養、創薬
と臨床・バイオ等の分野の垣根を
超えた学際的研究や、地域医療情
報の集約・活用を行い、さらに工繊
大学・京都薬科大学との４大学共
同研究を学部と大学院が連携して
推進する。

11
・両大学が連携し、医農連携・医福
連携など地域課題解決に向けた学
際的研究を推進するとともに、4大
学連携研究において、企業を含め
社会実装につながる新たな枠組
（地域連携プラットフォーム）に向け
た共同研究をスタートさせる。【共
通】

・両大学連携・共同研究として「食後の満腹、満
足感を創出する味覚と内臓感覚の中枢統合シ
ステムの解明」を実施した。4大学連携研究で
は企業を含めて社会実装につながる新たな枠
組で5件の共同研究を実施するとともに、医大
は「AIホスピタル・疾患レジストリ」、府大「お茶
を巡る文化と健康」をテーマに、それぞれイン
キュベート活動を展開した。【共通】

⑩
府立大学において、文化庁との連
携や京都学・歴彩館との共同の取
組などにより、地域文化創生・文化
財保護・生活文化・伝統芸能・国際
文化交流などに係る共同研究と共
同事業の展開を推進する。また、
次世代農林業などSDGsに強く関連
した最先端の研究を推進する。

Ⅲ Ⅲ



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

⑫
大学院を中心に共同研究講座や
寄附講座の設置、学術研究を目的
とした奨学寄付金など外部資金の
獲得を支援するとともに、リサーチ・
アドミニストレーター、プロジェクトマ
ネジャー、コーディネーターの配置
や事務部門による研究支援体制の
強化を行う。

Ⅲ Ⅲ

外部資金獲得の支援について、医
科大学における臨床研究推進セン
ター、臨床治験センター等の支援体
制の強化、府立大学における産学
連携リエゾンオフィスの充実等に
よって、支援体制の強化が図られて
いる。

12
・臨床研究推進センター、臨床治験
センター等において、プロジェクトマ
ネジャー、データマネジャー、臨床
研究コーディネーター等を適切に
配置し、研究支援体制を強化す
る。【医大】

・データマネジャー、プロジェクトマネジャーを各
1名採用し関係部門に配置することにより臨床
研究の相談、支援体制を強化した。またURA部
門を新設するとともに専任の教員をリサーチ・
アドミニストレーターとして雇用し、効率的な産
学連携を推進する体制を構築した。【医大】

大学に求められるニーズが、社会への人材供給に加え、研究成果の還元にも広がる中で、外部資金の獲得、研究成果の社会実装や起業への支援を進めるとともに、研
究設備や機器の共同利用や計画的な更新により研究への支援を図る。
また、グローバル化が進展する中で、国内外の大学、医療機関、試験研究機関等との連携によるオープンな研究体制と研究環境の整備を図る。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

・産学連携リエゾンオフィスが中心
となって、研究成果最適展開支援
プログラム（A-STEP）等の競争的
資金の申請や各種マッチングフェ
アへの出展の支援、企業への働き
かけ等を行い、外部資金の獲得拡
大を図るとともに、リサーチ・アドミ
ニストレーターの導入に向けた体
制を整備する。【府大】

・研究成果最適展開支援プログラムや産学融
合先導モデル拠点創出プログラムへの参加、
中小企業組合連合会との連携やバーチャル開
催となったイノベーションジャパンに出展するな
ど企業への働きかけの機会を増やし外部資金
獲得を図ったことから、A-STEPの採択が７件、
外部資金獲得件数２件といずれも増加し、獲得
資金額においても7.3％増加した。
・令和3年4月からURAとして１名配置を決定し
た。
【府大】

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
２ 研究に関する目標

(2)  研究実施・支援体制の充実



13
・学術機関リポジトリによる学位論
文､学内紀要等の公開など､研究成
果の発信を積極的に行う｡電子
ジャーナル、電子ブックの維持充実
に努める。【共通】
・設備・機器などの研究環境を整備
して最先端の研究を推進するととも
に、大学院生をリサーチアシスタン
トとして雇用し、研究支援体制を強
化する。【共通】

Ⅲ Ⅲ

・図書館として紀要論文26本及び博士論文7本
のリポジトリ登録を行った。また、電子ジャーナ
ル等電子媒体は、コロナの影響で無料公開す
る企業もあり、短期間の提供も含めると、新た
に22コンテンツを公開し利用促進を図った。
・ハイブリッド授業実施のために、Wi-Fi環境の
整備やローカルブレイクアウト方式を導入する
など研究環境の整備を実施した。
・生命環境化学研究科等で院生約40名をリ
サーチアシスタントとして雇用した。【府大】

・中央研究室において大型研究機器である「超
解像共焦点レーザー顕微鏡」（令和2年12月更
新）及び「フローサイトメーター」（令和3年3月更
新）をそれぞれ整備した。
・医学研究科博士課程大学院生11名をリサー
チアシスタントとして雇用した。
・「科学技術イノベーション創出に向けた大学
フェローシップ創設事業」（文部科学省補助金）
に令和３年2月に採択され、若手研究者の育
成・支援体制を充実した。
【医大】

・機関リポジトリ「橘井」に医学研究科博士論文
要旨及び審査要旨（67件）、北部医療センター
誌(18冊)、教養教育紀要(9冊)、看護学科紀要
(16冊)を掲載(公開)し、教育・研究情報の発信
に努めた。
・約1万誌を超える電子ジャーナルの契約を維
持・継続し、教育・研究環境の充実に努めた。
【医大】

・図書館のカウンター業務等を専門
業者に委託することにより、運営ノ
ウハウ等を活かした図書サービス
の改善・向上を図るとともに、本学
図書館司書による高度なレファレン
スサービスの提供を行う。【府大】

・令和2年4月から民間委託開始済。全国規模
の業者への委託により、他大学の運営などを
参考にできる環境が整った。また、本学司書の
レファレンス研修受研後、委託業者もレファレン
ス研修を企画するなど、全体としてより一層の
充実を図った。【府大】

⑬
大型研究設備・研究機器の共同利
用や計画的な更新、附属図書館の
機能強化など、研究の支援体制を
充実させるとともに、若手研究者・
女性研究者の研究環境整備や育
成支援、外国人研究者・教員の受
入体制を整備する。



・けいはんなリサーチコンプレックス
等、産学公一体となった大型プロ
ジェクトへの参画や、京都産学公
連携機構との連携等により、オー
プンな共同研究に取り組む。【府
大】

・京都大学・大阪大学を中心とした　「産学融合
先導モデル拠点創出プログラム」申請に参加。
・京都産学公連携機構の「京都知恵産業創造
の森」と連携し、共同で「府大オリジナル酒　な
からぎ」を開発し、研究成果の報告会を実施す
るなどオープンな研究に取り組んだ。【府大】

⑭
　教員間の交流組織や全学的な研
究体制の構築や、大学や企業、行
政等との連携によるオープンな共
同研究の推進と研究環境の整備を
図るとともに、国際センターの機能
強化及び海外の交流協定締結校と
の相互交流により、教員の海外派
遣と受入を促進し、国際的な共同
研究を推進する。 Ⅲ Ⅲ

14
・４大学連携中心に、企業、金融及
び行政と連携し、地域連携プラット
フォームを創設。社会実装を目的と
した研究プロジェクトを設定し、京
都をフィールドに共同研究を実施
する。【医大】

・地域連携プラットフォームにおける4大学連携
共同研究・インキュベート活動として「AIホスピ
タル／疾患レジストリ」をテーマに共同研究につ
なげるフォーラムを２回（1月21日、3月16日）開
催した。（シリーズ３回目となる最後のフォーラ
ムは令和3年5月に実施済）【医大】



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

⑮
自治体や府内企業等との連携を強
化し、学生に対して府内を中心とし
た魅力ある企業・医療機関・自治体
に係る情報の提供や就職相談を行
うこと等により、卒業生の府内就職
の促進に努め、優秀な人材の府内
定着を推進する。

15
・京都府内企業も含めた企業研究
会などを学内で開催する。【府大】

・府内企業からの講演要請もあり、京都知恵産
業創造の森（京都産学公連携機構）と講演会を
共催した。
・企業及び京都市との産学公連携研究（ACTR）
の成果である「府大オリジナル酒　なからぎ」に
ついて、コロナ禍であるため、バーチャルで成
果報告会を開催。【府大】

行政課題の解決や、地域振興・教育・文化・保健・福祉等の事業の推進に貢献するため、医科大学及び府立大学がシンクタンクとして、地域課題に関する調査・研究・提
言や共同研究を実施する。
また、府内各地域の行政や地域の活性化に資する人材の育成や、学生による地域貢献活動等の支援を行い、卒業生の府内での就職を促進する。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

⑯
府立大学では京都地域未来創造
センターをはじめとして、府や府内
市町村、府民やNPO、産業界等と
連携した地域における福祉、災害
対策、産業振興等の課題に関する
調査・研究・政策提言などのシンク
タンク機能を強化するとともに、教
員や学生による地域貢献活動を推
進する。

16
・京都地域未来創造センターによる
自治体訪問、情報交換会の開催、
ACTRの実施や学研都市に立地す
る精華キャンパスの特徴を活かし
た地域貢献活動などにより地域と
の連携強化を図る。また、京都地
域未来創造センター学生部会「か
ごら」や学生ラジオ部会「かぷラジ」
を中心に、学生による地域貢献活
動を行う。【府大】

・府域の課題等に的確に対応した地域振興、産
業・文化の発展等に関する調査・研究活動の推
進を図ることを目的としたＡＣＴＲの実施や大学
間連携の共同研究などを通じて、医療・食や健
康・環境などの地域課題解決に向けた学際的
な研究を推進した。（ACTR件数R２年度：22件）
・「洛いも」の普及に関し精華町関係者らと情報
交換会を令和2年8月に開催し、地域との連携
を強化した。
・学生ラジオ部会「かぷらじ」は新型コロナウイ
ルス感染症への適切な対応を地域住民に呼び
かけ地域貢献をした。【府大】

府立大学では、地域貢献型特別研
究（府大ＡＣＴＲ）や大学間連携の共
同研究などを通じて、「医療・食」や
「健康・環境」などの地域課題解決
に向けた学際的な研究が推進され
ている（府大ＡＣＴＲ件数：22件）

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
３ 地域貢献に関する目標

(1) 府や府内市町村、地域との連携



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅲ Ⅲ

⑰
文化庁や他の教育研究機関との
連携による共同授業や共同研究な
どの教育研究活動の強化を図り、
文化の振興、文化財の保存と活用
や地域の文化の継承・発展に活躍
できる人材の育成を図るとともに、
その教育・研究の成果を地域にお
ける文化的価値の再認識と共有に
よるコミュニティの再生と活性化、
文化芸術の発展や文化活動・産業
の振興に活かすなど、社会への還
元を推進する。

17
・教養教育共同化科目において、
文化庁や京都学・歴彩館等と連携
した授業を実施する。
【共通】

・「京都の文化と文化財」、「資料で親しむ京都
学」を開講し、京都学・歴彩館職員、文化庁地
域創生本部職員、京都府教育庁文化財保護課
職員を講師に迎えて、令和2年9月28日に開講
した。（計2科目、計10講義、計講師7名）【共通】

・文化庁との一層の連携を図るため、府大と文
化庁地域文化創生本部で包括連携協定を令和
3年3月に締結した。【府大】

三大学（京都府立大学、京都府立
医科大学、京都工芸繊維大学）の
教養教育共同化については、文化
庁、京都学・歴彩館等の職員を講師
として「京都の文化と文化財」、「資
料で親しむ京都学」を開講するほ
か、府立大学では、文化庁と包括連
携協定を結び地域の文化継承・発
展に活躍できる人材の育成が図ら
れている。

暮らしの中に息づく伝統文化・生活文化を継承・発展・振興するため、京都に移転する文化庁や他の大学等関係機関と連携して共同研究等を行い、研究成果を地域に還
元することで、地域における文化活動・産業の振興に貢献する。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
３ 地域貢献に関する目標

(2) 文化庁等との連携



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

大学で創出された研究成果を社会や地域に還元するため、府内の企業や関係機関等との共同研究の拡充、和食文化等を活用した地域の産業の振興や活性化への支
援を行う。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

Ⅱ

・精華キャンパス附属農場等にお
いて、地域ニーズも踏まえた農業
等の研究・普及や遺伝資源を活用
し、関連企業と連携した研究を進め
る。また、附属演習林を活用した産
学公連携の事業を実施する。【府
大】

・京都固有種であるブドウ「聚楽」等精華キャン
パス教員と府農林水産技術センターが連携し
ブランド化に向けた取り組みを実施した。
・企業と連携し野菜の栽培技術指導方法を研
究した。
・附属演習林を活用した企業向け講座を産学
公連携事業として実施した。【府大】

⑱
学内リソースを活かして府内企業
や農林水産業等の地域のニーズ
に応えるとともに、産学公連携によ
る新たな製品開発や産業の創出に
つながる研究を推進する。さらに、
和食文化に関わる産業の振興や
食文化を活用した地域活性化を支
援する。また、リエゾンオフィスの機
能強化によるシーズ発掘、知的財
産管理、研究成果を活かした技術
移転・技術指導や、大学発ベン
チャーへの支援等を推進する。

18
・学内にワンストップの相談体制を
構築することによって、大学として
のシーズの発掘に積極的に取組む
とともに、シーズの発掘から企業へ
のマッチングに至る一連の知的財
産マネジメントに関して、技術移転
機関との連携を密にして指導を強
化する。【医大】

・令和2年4月、本学臨床研究推進センターに
URA部門長を配置。企画・研究支援課と連携
し、産学公連携窓口のワンストップ化を図った。
（№12一部再掲）
・技術移転については、技術移転機関と毎月報
告会を開催しながら進める等、連携を密にし取
り組んでいる。令和２年度においては技術移転
機関の仲介により、共同研究契約２件、特許オ
プション契約１件を締結した。【医大】

・企業のニーズに対応できるよう研
究シーズ集を改訂・発行するととも
に、京都産学公連携機構や京都産
業21と連携し大学発ベンチャーの
設立支援体制を構築する。【府大】

・コロナ禍の影響で研究シーズ集の改訂ができ
ず、代替としてACTR（なからぎ）報告会を実施
するに止まり、大学発ベンチャー企業設立支援
体制の構築までには至らなかった。【府大】

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
３ 地域貢献に関する目標

(3) 産学公連携の推進



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅲ Ⅲ

・北部医療センターにおいて、病院
職員とかかりつけ医を中心とした在
宅医療チームの訪問活動や他病
院、高齢者施設、保健所と地域包
括ケア等の連携会議や交流会を実
施する。【医大】

・北部医療センターにおける在宅チーム訪問活
動は令和2年4月から12月までの間に9回実施
した（令和3年1月以降は新型コロナウイルス感
染症の影響で実施をとりやめた）。
・北部医療センターにおいて令和2年7月から令
和3年3月までの間に連携会議等を8回実施し
た。
【医大】

⑳
疾患レジストリを構築しゲノム情報
などを蓄積することにより、地域の
医療情報の共有と疾患特性の蓄
積・分析を行うとともに、疾病の本
態解明や創薬、疫学研究成果の還
元による地域の健康づくりや府民
の疾患予防対策に貢献する。

20
・府民の健康づくりと臨床研究の発
展に資する疾患レジストリの構築
に向け、学内ワーキンググループ
により環境整備を進める。【医大】

・疾患レジストリ構築に向けた準備ワーキング
の開催するとともに、令和2年10月に「医学・医
療情報管理学（疾患別レジストリ担当）講座」を
開設した。
・施設整備構想「ＡＩホスピタル・疾患レジストリ
ＷＧ」と連携し事業を推進した。【医大】

⑲
がん対策や周産期医療、難病、災
害医療等の府の政策医療への連
携や、府北部地域等の医師確保困
難地域に赴任する医師の養成や
派遣環境の整備により、府内の地
域医療の提供に貢献するとともに、
多職種協働による在宅・地域医療
の仕組みづくり（地域包括ケア）に
貢献する。 Ⅲ Ⅲ

医科大学では、府庁及び府内保健
所等の行政機関に22名の医師の派
遣を行うとともに、医師不足が特に
深刻な府北部地域の医療機関に延
べ368名の医師の派遣を行うなど、
継続的な人材供給等を行っており、
引き続き府内の地域医療の提供に
貢献していく必要がある。

19
・地域医療・保健行政の前線基地
である保健所や北部地域の公的病
院等への人材供給等を医療セン
ターを中心に行う。

・行政従事医師として、府本庁、府保健所等の
行政機関等へ22名の医師を派遣（京都府社会
福祉事業団へは15名派遣）した。
・医師不足が特に深刻な府北部地域の地域医
療確保のため、公的医療機関に対し、のべ368
名の医師を派遣した。

人口構造等の変化や慢性疾患増加といった疾病構造の変化など、地域医療を取り巻く環境が変化する中、がん対策や周産期医療など、府の政策医療と連携を図る。
また、京都府における医療水準の向上に貢献するため、病病連携・病診連携の強化や医師確保が困難な地域への医師の配置や養成を行うとともに、地域の医療、保
健、介護及び福祉の各分野の関係機関との連携を強化し、京都府が行う地域包括ケアの取組を支援する。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
３ 地域貢献に関する目標

(4)  地域医療への貢献



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

・大学公開講座では特に関心の高い新型コロ
ナウイルス感染症感染防止に関する動画配信
を行った。（配信講座数：9、総視聴回数：2,733
回）。
・府内市町村との共催による健康セミナーは、
新型コロナウイルス感染症の影響で一部が中
止となったものの２団体３講座を実施した。【医
大】

・北部医療センターにおいてがん治療に関する
府民公開講座を2回実施するとともに、TV・ラジ
オによる健康情報の発信を行った。
・地元中学生の職場体験学習、高校生のイン
ターンシップは新型コロナウイルス感染症の影
響により実施できなかったものの、代わりに高
校への出張授業を4回実施した。
【医大】

人生100年時代を迎える中、府民に多様な学びを提供するため、府民の生涯教育の充実を図るとともに、府民に開かれた大学として、大学施設の府民への開放や地域と
の交流などを推進する。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

・国際京都学シンポジウムや京都
学セミナーなどの公開講座を開催
し、教員の研究成果の普及・広報
及び生涯学習の機会提供を行う。
【府大】
・演習林や農場での府民を対象と
した体験教室の実施や学研都市に
立地する研究施設と連携した科学
体験・公開講座を開催する。【府
大】

・知事、両大学長・千玄室氏による国際京都学
シンポジウム「お茶をめぐる文化と健康」を8月
28日に開催し、85名の参加者があった。
・コロナ禍の影響の下、体験教室や科学体験は
実施できなかったが、演習林において高校生を
対象にした公開講座の野外セミナーを10月に
実施した。
【府大】

㉑
研究成果を活かした公開講座や公
開イベント等の開催による府民の
学習機会の拡大を図るとともに、次
世代の人材育成に向けた小中学
生・高校生などを対象とした大学の
授業や研究体験機会の充実を図
る。
また、大学グランドや体育館などス
ポーツ施設や附属図書館など大学
施設を府民に開放するとともに、施
設を活用して地域との交流活動を
推進する。

Ⅲ

21
・医療・看護に係る府民向け公開講
座や、市町村と協力しての健康セミ
ナーを開催する。北部医療セン
ターにおいて、府民公開講座及び
TV・ラジオ等による健康教育、地元
中学生の職場体験学習や、医療系
志望高校生を対象としたインターン
シップを実施する。【医大】

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
３ 地域貢献に関する目標

((5)  生涯学習の推進



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

・永守記念最先端がん治療研究セ
ンターにおけるがん治療実績の拡
大に努める。【医大】

・附属病院内のがん診療科間の情報共有や関
係病院の医療従事者に対する積極的な周知に
より、新規患者が令和元年度の203人から令和
2年度は253人に増加するなど治療実績の向上
につなげた。【医大】

㉒
特定機能病院の承認条件であるが
ん治療、再生医療や細胞移入療法
等の高度医療の提供に努めるとと
もに、ハイブリッド手術室やナビ
ゲーションシステムの拡充、ＡＩによ
る高度医療診断、遠隔医療等ＩＣＴ
化の推進など、世界最先端の知見
と技術力を生かした医療を府民や
地域に提供する。
また、永守記念最先端がん治療研
究センターを拠点として予防・診
断・治療・創薬までの一貫した最先
端がん医療体制を構築する。

Ⅲ Ⅲ

がん患者の遺伝子情報を調べて患者に応じて最適な治療に活かすがんゲノム医療をはじめ、予防から治療まで一貫したがん医療提供体制を構築するなど、患者本位の
質の高い医療と先端医療を提供する。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等

22
・附属病院において、高度医療へ
の対応を図るため、循環器、脳神
経、消化器の３科にメディカルセン
ターを設置し、ＨＣＵ（高度治療室）
やＳＣＵ（脳卒中集中治療室）等を
整備する。【医大】

・HCU（高度治療室）をもつ循環器センターを令
和3年3月から供用開始するとともに、脳神経セ
ンター及び消化器センターについても令和３年
度に整備を行うための実施設計を行った。【医
大】

評価委員会コメント等

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標

(1)高度・先端医療の提供



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

23
・附属病院において、がん診療拠
点病院・小児がん拠点病院機能の
充実強化を図るとともに、総合周産
期母子医療センターの指定を受け
る｡【医大】

・手術や放射線治療といった従来のがん療法
に、がんゲノム医療を加えてがん診療連携拠
点病院として最適な治療を患者に提供した。
・総合周産期母子医療センターは令和2年4月
に施設を整備したものの、第１種指定医療機関
として新型コロナ感染症対策に最優先で取り組
んだことから令和2年度中は指定は受けていな
い。指定については、感染状況等を踏まえつ
つ、今後、京都府と十分調整する予定としてい
る。【医大】

府民の生命と健康を守るため、中核的医療機関として、地域における医療、保健、介護及び福祉の向上、災害時の対応に貢献するとともに、地域の医療従事者の資質の
向上やキャリアアップの支援を行う。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

・北部医療センターにおいて、PET-
CT、リニアック、化学療法室を備え
たがん診療棟での診療を開始する
とともに、口腔ケアを目的とした歯
科を開設する。【医大】

・北部医療センターのがん診療棟について令和
２年６月から以下のとおり順次運用を開始し
た。
　外来化学療法　6月29日運用開始（７床→10
床拡充）
　PET-CTによる検査　7月27日運用開始
　リニアックによる放射線治療　10月5日運用開
始
・口腔ケアを目的とした歯科口腔外科を令和3
年3月10日に開設した。【医大】

㉓
府民医療の最後の砦としての機能
を担い、日常の診療や関連病院と
の役割分担による地域医療の充
実、病病連携・病診連携推進、救
急医療体制の充実を図るとともに、
政策医療を担う病院として、がん診
療拠点病院、小児がん拠点病院、
周産期医療、肝疾患拠点病院等の
診療や相談機能の充実を図り、府
の政策と一体となった政策医療の
実現に取り組む。
また、災害拠点病院として災害発
生時における病院機能を維持し、
救急医療等の機能を発揮できる設
備や体制の充実強化を図るととも
に、ＤＭＡＴの災害時支援体制を強
化する。
特に、附属北部医療センターにお
いては、医科大学の病院として一
体的な運営を推進するとともに、北
部地域の医療ニーズに対応して地
域医療機関への医師派遣や連携
強化、救急医療の拡充等を図り、
府北部地域の医療の充実に努め
る。

医科大学附属病院では、新型コロ
ナウイルス感染症患者への対応に
ついて、第一種感染症指定医療機
関として感染症病床への転用など、
医療提供体制確保に取り組まれて
いる。また、症状に応じた府内医療
機関の役割分担について、京都府
へ提案を行うとともに、府が設置し
た入院医療コントロールセンターへ
医師の派遣が行われている。

Ⅳ

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標

(2)地域医療との連携・地域医療人材の育成



㉓
府民医療の最後の砦としての機能
を担い、日常の診療や関連病院と
の役割分担による地域医療の充
実、病病連携・病診連携推進、救
急医療体制の充実を図るとともに、
政策医療を担う病院として、がん診
療拠点病院、小児がん拠点病院、
周産期医療、肝疾患拠点病院等の
診療や相談機能の充実を図り、府
の政策と一体となった政策医療の
実現に取り組む。
また、災害拠点病院として災害発
生時における病院機能を維持し、
救急医療等の機能を発揮できる設
備や体制の充実強化を図るととも
に、ＤＭＡＴの災害時支援体制を強
化する。
特に、附属北部医療センターにお
いては、医科大学の病院として一
体的な運営を推進するとともに、北
部地域の医療ニーズに対応して地
域医療機関への医師派遣や連携
強化、救急医療の拡充等を図り、
府北部地域の医療の充実に努め
る。

医科大学附属病院では、新型コロ
ナウイルス感染症患者への対応に
ついて、第一種感染症指定医療機
関として感染症病床への転用など、
医療提供体制確保に取り組まれて
いる。また、症状に応じた府内医療
機関の役割分担について、京都府
へ提案を行うとともに、府が設置し
た入院医療コントロールセンターへ
医師の派遣が行われている。

Ⅳ
（再掲）

・地域の医療関係者との連携を強
化する取組みを継続し､紹介率･逆
紹介率の向上を図る｡【医大】

（附属病院）
・地域の医療機関などが参加する各種会議に
積極的に参加するなどして連携推進に努めた。
患者紹介率77.5％（対前年度比6.6ポイント減）
患者逆紹介率99.7％（対前年度比25.2ポイント
増)

（北部医療センター）
・かかりつけ医との連携会議の開催など地域医
療機関との連携推進に努めた。
患者紹介率52.8％（対前年度比0.8ポイント増）
逆紹介率106.9%（対前年度比0.3ポイント増）【医
大】

・新型コロナウイルス感染症対応な
ど、第1種感染症指定医療機関とし
ての責務を遂行する。【医大】

・第１種感染症指定医療機関として、新型コロ
ナウイルス感染症の重症患者等の受入に全力
を尽くして対応しており、令和3年3月末までの
入院患者は計127名であった。
・新型コロナウイルス感染患者の受入にあたっ
ては、妊産婦、新生児、精神疾患や腎不全にも
対応できるよう設備等を整備した。
・京都府内のコロナ疑いの変死体について、そ
の全てを法医学教室においてCT検査及びPCR
検査を実施した。
・AMED（日本医療研究開発機構）の公的研究
費等を獲得し、新型コロナウイルス感染症に対
する次世代治療法等の研究開発に取り組ん
だ。
・「感染症医療人材養成事業」（文部科学省補
助金）に令和3年3月に採択され、感染症に関す
る高度な知識を身につけた医療人材育成のた
めの体制整備を進めた。【医大】



・北部医療センターにおいて、府立
看護学校と協働した「臨地実習質
向上プロジェクト」を始動し、基礎教
育と臨床教育の連携を強める。訪
問看護ステーションへの職員の中
長期派遣研修を実施するとともに、
北部地域医療人材育成センターの
合同研修会を実施する。【医大】

・「臨地実習質向上プロジェクト」は新型コロナ
ウイルス感染症の影響で看護学生の受入を停
止しているが、病院から看護師を学内演習へ
参加させ、臨床の現場の説明やアドバイスを実
施した。
・訪問看護ステーションへの職員の中長期派遣
については、新型コロナウイルス感染症の影響
で中止せざるをえなかったものの、リニアック、
４Ｋ内視鏡手術システム、PET-CTに関する合
同研修会を実施した。
【医大】

㉔
病院における臨床実習を充実させ
ることにより、命の尊さと心身の痛
みのわかる人間性豊かで高度な医
療知識・技術を持つ優秀な医師・看
護師を育成するとともに、地域医
療・チーム医療マインドを持つ医療
人の育成のため、卒前・卒後にお
ける教育の連携・臨床教育を大学
の学部・大学院・附属病院が全体
として一貫して行う体制の整備や、
関連病院・関係施設との連携によ
る教育プログラムの整備を一層進
める。
　また、地域医療機関の医師・看護
師・メディカルスタッフ職種に対する
高度医療の実習・再教育プログラ
ム等の充実や研究支援、看護実践
キャリア開発センターの機能強化
等により、地域の医療従事者の資
質向上やキャリア形成を支援す
る。

Ⅲ

24
・附属病院において、卒前･卒後に
おける教育の連携を強化するとと
もに､地域研修や学内での研修体
制、他院からの研修医の受入体制
の整備により新専門医制度への対
応を行う｡【医大】

・附属病院の卒後研修の魅力をアピールする
ため、卒後臨床研修関係のホームページを全
面的にリニューアルするとともに、卒前・卒後臨
床研修を連携すべく卒前学生を集めた説明会
を開催した。
・卒後研修において、地域の医療における研修
を必須にし、また、研修現場で他職種との協働
を推進することにより地域医療・チーム医療マ
インドを持つ医療人の育成に努めるとともに、
地域の病院から研修医をのべ28人/月、受け入
れ、新専門医制度への対応を進めた。【医大】

・看護実践キャリア開発センターに
おいて、高度医療人育成などの充
実を図る。【医大】

・新型コロナウイルス感染症の影響でプログラ
ムを縮小し感染予防を徹底した上で、特定行為
研修として「外科術後病棟管理領域」を開講、
研修生全員（4名）が研修修了した。【医大】



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅲ

㉕
複雑困難化する病院経営に対応す
るため、病院長による病院ガバナ
ンスの強化を図る。また、適正な在
院日数と病床稼働、最適な入札シ
ステムによる医薬品・医療材料等
の経費削減、適切な診療報酬の確
保・収支改善、計画的かつ効果的
な医療機器の導入及び一元的管
理による医療機器の効率的な管理
や整備など、附属病院及び附属北
部医療センターの経営改善を推進
する。

25
・附属病院において、診療科ヒアリ
ング等を通じ現状を把握した上で、
医薬材料等の調達方法、保守等各
種委託のあり方、契約方法などに
ついて経営改善に取組み、診療実
績の向上、収支改善に努める。

・医薬品、医療材料の調達方法を変更し入札を
行い、経費削減を実現。
・診療科ヒアリングを9～10月にかけて実施し、
病院中期計画策定のための外来・入院患者
数、診療実績等の目標数値の設定を行った。
【医大】

・北部医療センターにおいて、経営
戦略会議を開催し、地域の医療
ニーズに対応した診療や経営改善
に取り組む。【医大】

・北部医療センターにおいては、経営戦略会議
を開催し、北部医療センターの今後の整備検
討について、地域の医療動向調査を通じて医
療ニーズを把握した上で院内議論を進めるとと
もに、令和２年度の診療報酬改定に伴い適正
な施設基準の届け出を行うため、経営戦略会
議のもとで診療報酬（施設基準）ワーキングを５
回開催するなど経営改善に取り組み、収入増
につなげた。【医大】

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

病院長のガバナンスの強化により、経営の効率化をさらに推進し、収支の改善を図るとともに、医療従事者の職場環境の改善や経営基盤の強化により、安定的な病院経
営を図る。

Ⅲ

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標

(3)  安定的な病院経営と運営体制の改善



Ⅲ Ⅲ

中
期
目
標

安心で安全な医療を提供するため、患者の視点やニーズに応じた医療サービスの向上や療養環境の整備、医療安全体制の充実を推進する。

㉖
令和6年度の「働き方改革関連法」
施行に伴う労働時間規制の医師へ
の適用を受けて、大学病院として
の本来業務を点検し、チーム医療
の推進など診療体制の見直し、タ
スクシフト、労働時間規制や業務改
善などの対策により医師・看護師
等の働きやすい環境を整備して、
府民への安定的な医療提供体制
を確保する。

26
・タスクシフト実施に向けたワーキ
ンググループを設置し、医師等の
働き方改革の対応に向け、具体的
に検討するとともに、医療従事者等
の負担軽減や休暇取得促進を計
画的に推進する。【医大】

・医師の働き方改革に対応するため､各種情報
の収集等を行うとともに、医師事務作業補助者
の配置による医療従事者の負担軽減を進め
た。また、年間5日間の休暇取得を呼びかける
とともに、出退勤管理システムの導入による労
働時間の客観的把握が可能な環境を整備し
た。【医大】

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標

(4)  安心・安全で患者視点に立った医療サービスの向上



自己評価 委員会評価年度計画 計画の実施状況等

入院及び外来の患者満足度につい
て、患者の待ち時間負担軽減の取
組など、患者サービスの向上を図る
ことにより、医科大学附属病院では
それぞれ98.7％（年度計画：95％以
上）、97.0％（年度計画：95％以上）
となり、附属北部医療センターで
は、それぞれ98.7％（年度計画：
95％以上）、98.4％（年度計画：95％
以上）と計画の数値目標を達成して
いる。

中期計画 評価委員会コメント等

㉗
患者サービスの向上と収益確保の
両立を実現する看護単位の見直し
など病棟再編整備を進めるととも
に、患者ニーズに応じた患者・医療
サービスの向上や、土日、祝日に
おける入退院や治療の一部実施な
ど病院機能の運用を行う。

27
（附属病院）
・附属病院において、メディカルセ
ンターの設置、総室の4床化等、療
養環境の向上・患者アメニティの充
実及び看護単位の見直しを推進す
る。

・メディカルセンターのうち循環器センターを令
和3年3月から供用開始し、総室の4床化やナー
スステーションの一体化による看護単位の見直
しを実施するとともに、令和3年度に整備を行う
脳神経センター及び消化器センターについても
対応できるよう実施設計を行った。【医大】

（附属病院）
・患者ニーズについては患者満足度調査や御
意見箱により把握し、御意見については各部署
に対応を求めるなど患者サービスの向上に務
めている。
・会計窓口の待ち時間短縮に関するニーズに
対応すべく、令和2年1月に後払いシステムを導
入し令和2年度においてはその利用促進による
待ち時間減少に取り組んだ。
・令和3年2月に実施した患者満足度調査では
入院外来共に95％以上と数値目標を達成し
た。なお、調査結果は各部署に共有し引き続き
サービスの向上に活用していくこととしている。
【医大】

（北部医療センター）
・患者サービス向上の取組として、以下の取組
を実施した。
再来機利用順のための番号発券機の設置、ト
イレ等療養環境の整備、エントランス等患者動
線の再検討、玄関トリアージ（体温チェックな
ど）、オンライン面会、外来待ち時間の自家用
車待機、電話による再診、窓口・食堂・外来待
合室等アクリル板設置、発熱外来受診者の後
払い【医大】

・患者満足度調査により患者ニー
ズを把握し、各部署で年度目標を
定め、患者サービスの向上に向け
た全職員の意識改革に取り組み、
患者・診療サービスの向上を図る。
【医大】

Ⅲ Ⅲ



Ⅲ Ⅲ

中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅱ

中
期
目
標

理事長と学長のリーダーシップによるマネジメント体制の強化により、 戦略的かつ中長期的な法人・大学の運営に取り組むとともに、両大学の情報発信の強化やブランド
力の向上、社会情勢の変化や地域のニーズ等に対応した教育研究体制の構築を図る。

㉙
若手医師・看護師等の海外派遣や
外国人医療従事者の受入・研修制
度の充実を図るとともに、医療現場
における多言語表示・対応などの
外国人患者受入の環境の整備及
び海外の医科大学等との連携によ
り、将来の国際診療体制の整備を
進める。

29
・医師・看護師の海外派遣先拡大
のため、既存協定校との協議、新
規協定先の開拓に取り組むととも
に、外国人患者対応の専門部署を
設置する。【医大】

・シンガポール国立大学との間で令和2年12月
に国際学術交流協定を締結した。
・外国人患者対応専門部署の設置に向けて令
和2年7月に英語通訳等の専門職員を配置し
た。なお、他大学等の訪問調査も予定していた
が新型コロナコロナウィルスの影響で実施が困
難であったため、令和3年度において改めて電
話など他の手段での状況調査を進める予定で
ある。【医大】

訪日外国人旅行者や在留外国人の増加を背景として、外国人患者の増加に対応する診療体制の整備や、医師・看護師等の医療従事者の海外派遣や海外からの受入
促進を図る。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

㉘
感染防止対策や医療安全対策を
推進するため、診療機器管理体制
の徹底、医療従事者のリスクマネ
ジメント意識の向上、啓発・研修の
充実を進めるとともに、医療安全管
理体制の充実や、病院監査委員会
意見の確実な反映を行う。

28
・職員の医療安全管理や院内感染
防止対策に係る研修会を、全教職
員及び関係委託業者職員を対象と
して実施する。【医大】

・新型コロナウイルス感染症への対応として３
密を避けるためにWEB上での開催を中心とし、
電子カルテ端末での研修動画視聴も活用しな
がら全病院職員や清掃業務委託業者を対象と
した研修会を実施した。
・医療安全管理に係る研修会は9回開催し、延
べ6,076人が参加。
・院内感染防止対策に係る研修会4回開催し、
延べ5,021人が参加。【医大】

Ⅱ 教育・研究・地域貢献・医療の質の向上に関する重要事項
４ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標

(5)  進展する国際化への対応

Ⅲ 業務運営の改善等に関する事項
1  業務運営に関する目標



自己評価 委員会評価

Ⅱ

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

Ⅲ

・FD・SDの合同会議を開催し、教職
協働の推進を図るとともに、学長・
副学長と学生の意見交換会を実施
する。【府大】

・合同会議として、令和3年3月10日、学生33人・
教員9人・事務2人が参加して「オンラインで実
施した教養の授業を振り返る」をテーマに「学生
ワークショップ」をオンラインで開催した。
・SD研修として、人権研修と兼ねて１～２月に
オンデマンド研修を、令和2年3月3日に集合型
研修を実施。
・学長・副学長と学生との意見交換会はコロナ
禍の影響で開催できなかった。
【府大】

31
・教育センター会議への学生参画、
学長・教員と学生の懇談の場の充
実など、学生意見の聴取に努め
る。【医大】

・カリキュラム等に関して学生への意見を聴取
するため、原則月1回、学生が参画する教育セ
ンター会議を開催した。【医大】

㉚
　理事長のリーダーシップにより理
事会・経営審議会の活性化を図る
とともに、業務・責任体制の明確
化、日常的モニタリング、リスク管
理、契約事務の適性化、内部通報
制度の充実、情報公開など法人の
業務方法書に基づいた対応により
内部統制を推進するなど、法人運
営の透明性の確保と法人全体のマ
ネジメントを強化する。
　また、京都府と法人・両大学によ
り大学総合運営会議を設けて、定
期的な協議・意見交換を行うなど
連携強化を図る。

30
・理事長・両大学学長・法人事務総
長による経営戦略会議を開催し
て、法人全体のマネジメント強化と
意思疎通の緊密化のための取組
を実施する。【共通】
・京都府（知事・副知事等）と法人・
大学（理事長・学長等）により大学
総合運営会議(仮称)を設けて、法
人・大学における課題や将来構想
について適宜協議・意見交換を行
う。【共通】

・理事長・両大学学長・法人事務総長による経
営戦略会議を定期的に開催した（年9回）。
・大学総合運営会議（仮称）は当初令和2年5月
に開催すべく調整を進めていたが新型コロナウ
イルス感染症の影響で開催が困難となり、その
後も開催に向けた資料準備などを進めていた
ものの、開催には至らなかった。【共通】

法人全体のマネジメント強化の取組
について、新型コロナウイルス感染
症の影響により、法人内部での意
思疎通は行われているものの、京
都府との将来整備構想等の課題に
ついて、総合的な協議が実施でき
ていない。

㉛
　大学を取り巻く環境変化に対応
する、教職員が一体となった大学
改革を推進するため、学生の意見
も取り入れ、新任教員・職員研修や
教育マネジメントリーダー育成研修
などＦＤ・ＳＤの共同実施や教職員
の共同プロジェクトチームの導入を
更に進めるなど、教職員の教育（支
援）能力や大学運営における企画・
管理能力を向上させるとともに、教
職協働を軸とした学長による大学
ガバナンスの強化を図る。



Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

㉜
　教職員全員の広報意識の向上を
図り、両大学の特色や存在感を高
めるための情報の発信と戦略的広
報を実施するとともに、大学ランキ
ングへの反映も意識した両大学の
ブランド力の強化を図る。

Ⅲ Ⅲ
・学長広報の充実や大学ロゴの商
標登録等の戦略的な広報を通じ大
学のプレゼンス向上を図る。【府
大】

・大学ロゴの商標登録を行った。
・学長による雑誌・新聞等の紙媒体だけでなく
テレビ等も活用した研究内容の発表等により本
学の知名度の向上に役立てた。
・SNS等を活用した広報手段について、教職員
の活用方法を検討し始めた。【府大】

㉝
　情報管理体制の充実、教職員へ
の啓発・研修や必要な規程整備等
を行うとともに、インシデントが発生
した時に迅速かつ的確に対応でき
る体制を構築するなど、情報セキュ
リティ対策を強化する。

33
・新たにネットワーク機器の一部を
府大・医大で共有化し運用・管理す
ることで、情報セキュリティ体制の
強化を図るとともに、教職員等に対
して、情報セキュリティについての
情報提供や注意喚起、情報管理等
に関する研修を行う。【共通】

・ファイヤーウォールについては府大・医大で
ネットワーク機器を共同調達し、データセンター
に設置した。【共通】

・令和3年2月に「フィッシングメールへの対応、
違法ダウンロードなどセキュリティの基礎」を
テーマに情報セキュリティ研修を実施した。【医
大】

・令和3年3月に「情報におけるセキュリティ対
策」をテーマに研修を実施した。【府大】

㉞
　医科大学においては、病院機能
の再編整備と併せ、教育・研究機
能の集約、再編を検討する。

34
・医科大学将来整備構想策定に向
けた調査・検討に合わせ、教育・研
究機能の集約、再編を検討する。
【医大】

・課題別に9つのＷＧを設置し、それぞれ個別
課題について議論を進めるとともに、計３回に
わたり学内外の委員や京都府関係者等を招聘
して将来整備構想検討委員会を開催し、診療・
教育・研究機能の適正配備を含む施設整備構
想を取りまとめた。【医大】

将来に向けた設備の整備につい
て、医科大学において学外の委員
を含む将来整備構想検討委員会を
３回開催し、府立大学において京都
府との意見交換会を実施する等、
検討が進んでいる。

32
・研究活動の成果などについて、記
者発表や様々な広報媒体を活用し
た幅広い情報発信を積極的に行
う。特に、大学創立150周年に向け
て、記念事業HPや各種広報媒体を
用いて、積極的な広報活動を展開
する。【医大】

・研究活動の成果について積極的にプレスリ
リースを実施するため、学内に実施方法を周知
した。（リリース実績：36件）
・創立150周年に向けて未来を担う部門のHPを
開設し、ステートメント及びスローガン「継承し、
創造する未来」の広報を実施した。広報用バ
ナースタンド、のぼり旗等を作成し、150周年記
念事業の周知を行なった。【医大】
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中
期
目
標

法人のメリットを活かし、雇用形態、勤務形態、給与形態等において、柔軟性に富んだ人事制度を運用し、多様で優秀な人材の確保・育成や効果的な人員配置を行うとと
もに、職員が出産、育児、介護などライフステージに応じた生活を安心して送れるよう、長時間労働の是正、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）等の働き方改革
を進め、働く意欲が高まる職場環境を実現する。

㉟
　府立大学においては、Society 5.0
（超スマート社会）など社会の変化
に対応するとともに、地域課題の解
決や文化による新しい価値創造な
ど、地域社会や国際社会の持続的
な発展の実現に貢献できる未来に
向けた大学の再編、社会の要請に
対応した教育研究体制の構築を図
る。

35
・府立大学将来構想基本計画に基
づき、Society 5.0への対応や地域
創生等に貢献できる具体的な教育
研究体制を検討する。【府大】

・令和3年3月にＡＩ技術や高度情報化が進展す
る中、社会のビッグデータ等を活用し、かつ専
門分野の問題発見・解決ができ、新たな価値の
創造が可能な人材の育成や教育研究を通じた
地域貢献を行う拠点として「AIデータサイエンス
教育研究センター」を設立した。
【府大】

府立大学では、社会のビッグデータ
等を活用し、かつ専門分野の問題
発見・解決ができ、新たな価値の創
造が可能な人材の育成や教育研究
を通じた地域貢献を行う拠点として
「AIデータサイエンス教育研究セン
ター」を設立し、Society 5.0への対
応や地域創生等に貢献できる教育
研究体制の構築が図られている。

Ⅲ 業務運営の改善等に関する事項
２ 人事管理に関する目標



自己評価 委員会評価中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

Ⅲ Ⅲ

㊱
　情報リテラシーや国際的なコミュ
ニケーション力の向上を図るなど、
Society 5.0（超スマート社会）やグ
ローバル化に対応できるよう職員
の能力育成を図るとともに、有期雇
用職員の処遇改善を始め雇用形
態に関わらない公正な待遇の確保
を進め、その能力の活用と能力開
発を行う。

36
・「同一労働同一賃金」の理念に基
づき有期雇用職員の処遇改善を実
施するとともに、業務に必要な研修
を受講させ能力育成を図る。【共
通】
・京都府や公立大学協会等が行う
各種研修への職員派遣や学内FD・
SDへの職員参加等により大学教
職員としてのスキルアップを行う。
【共通】

・同一労働同一賃金の法施行（R2.4.1）にあわ
せ、有期雇用教職員の就業規則を改正施行
し、新たに期末手当の支給を開始、基本給を月
額化し、不合理な待遇差を解消した。また、情
報化研修など業務に必要な研修を受講させ能
力育成を図った。
・京都府が実施する職員研修に職員を派遣し
たほか、採用・転入した事務・技術職員を対象
に令和2年6～7月に転入者研修を実施し、法
人・大学・病院の概要を的確に把握させ、大学
職員として必要な基礎知識の定着を図った。
・「同一労働同一賃金」の理念に基づき、期末
手当の支給や月給制の採用など、有期雇用職
員の処遇改善を令和2年4月から実施。また、
業務に必要な研修（EX.知的財産）も受講させ
能力育成を図った。
・公立大学協会がオンラインで実施した会計セ
ミナーを経理担当職員が受講し、公立大学法
人における会計事務のレベルアップを図った。
・SD研修については、人権研修と兼ねて、第1
回研修として、令和3年1～2月にオンデマンド
研修を実施、第2回研修として令和3年3月3日
に集合型研修を実施。【府大】
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㊲
　女性教職員の積極的な採用・就
業支援・管理職への登用などジェ
ンダー平等の実現や外国人教員・
研究者の採用などのダイバーシ
ティーの推進を図るとともに、プロ
パー事務職員や実務経験を有する
教員の採用拡大、任期付教員制度
や複数の大学・企業等と雇用契約
を結ぶクロスアポイントメント制度
の充実など業務の必要性に応じた
多様な人材の採用や配置を行う。

37
・「一般事業主行動計画」に基づ
き、女性研究者の採用拡大や女性
が活躍できる職場・制度づくりを進
める。【共通】

・しなやか女性医学研究者支援みやこモデルを
継続して推進し、以下の各事業について実施
することを通して、女性の登用、女性研究者の
増に取り組んだ。
（事業内容）
短時間勤務研究員制度（フューチャーステップ
研究員制度）、研究支援員雇用制度、病児保
育室、ベビーシッター利用補助事業、WLBみや
こ賞・WLB若手研究者賞、 WLBサポート利用ス
タート補助金、女性医師・研究者を対象とする
相談等
・一般事業主行動計画は、令和2年度が計画の
最終年度（平成28年度～令和２年度）となって
いたが、計画の目標数値はすべて達成。
　女性教職員の採用者全体に占める割合
　　目標：65%以上　状況：68.75%
　女性管理職を増やし管理職の1/3以上とす
る。（教員以外も含む。）
　　目標：1/3以上　状況：38.70％
【医大】

・教員の公募要件に男女共同参画の取組推進
について記載するなど、女性の登用・登用促進
の取組を実施した。
　女性登用割合
　　目標値：60%、状況：53.65%
　女性管理職割合
　　目標値：17%、状況：20.3%
・女性が活用できる職場・制度
　保育室の整備
　研究支援員制度の実施
　意識啓発セミナーの実施等【府大】



・出退勤管理システムを導入し、正規職員は令
和２年10月から、有期雇用職員は同年11月か
らシステムによる出勤・退勤時間の管理を行っ
ている。
・同一労働同一賃金の法施行（R2.4.1）にあわ
せ、有期雇用教職員の就業規則を改正施行
し、新たに期末手当の支給を開始、基本給を月
額化し、不合理な待遇差を解消した。（№36一
部再掲）
・業務の効率化による長時間労働の是正など
働き方改革を推進するため、業者に委託し、事
務部門における業務の現状分析及び改善方策
の検討を行った。【医大】

㊳
　出退勤管理・時間外労働の是正・
労働時間管理の適正化、職場ハラ
スメントの防止、健康でない状態を
見逃さないメンタルヘルス対応など
安全衛生管理体制の充実、ＡＩ導入
による効率化、会議のあり方や運
営方法の改善、さらに組織風土改
革や意識改革の推進など、より多く
の人に選ばれる職場環境づくりを
進めるとともに、教職員が出産・育
児・介護などライフイベントに応じた
生活を安心して送ることができるよ
う、仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）など、仕事環境・人材
育成・業務改善の視点からの働き
方改革を推進する。

38
・労働時間の客観的な把握のため
出退勤管理システムを導入すると
ともに、業務の繁閑、有期雇用教
職員の処遇改善、長時間労働の是
正など働き方改革の取組を推進す
る。
【共通】

Ⅲ Ⅲ

・令和2年11月から、医大と共通の新出退勤管
理システムの本格稼働を開始。令和3年1月に
は紙の出勤簿を廃止し、カードによる出退勤管
理に移行した。
・業務の繁忙期には他課からの応援体制を組
織し働き改革を実施した。【府大】



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅲ Ⅲ

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

㊴
１法人２大学のメリットを活かし、国
際センターやリエゾンオフィスなど
における海外の大学や企業情報の
収集、知的財産管理業務及び広報
業務など幅広い事務全般につい
て、両大学の強みや独自性を活か
しながら連携強化や共同化を推進
する。また、大学事務局・病院事務
部の業務内容や業務量の変動に
伴い、事務局組織の見直しや適正
な職員配置に努めるとともに、企
業、国や自治体、他大学等におい
て実務経験を有する外部人材職員
を適材適所において登用を進め
る。また、大学外で行った方が効果
的・効率的・経済的に行えるような
業務については、外部への業務委
託を一層進める。

39
・両大学事務の連携強化や共同化
に向けて、知的財産、産学連携、
国際交流、広報担当者の情報交換
を行う。【共通】

・医大企画・研究支援課長、府大企画課長間で
両大学の事務の現状について情報共有を行う
とともに、知的財産、産学連携、国際交流、広
報担当者間で適宜情報交換を行った。特に、国
際交流については新型コロナウイルス感染症
への対応や京都大学百万遍国際交流施設の
借り上げ等、広報については大学ランキングへ
の対応等について積極的な情報交換を実施し
た。【共通】

１法人２大学の特性を最大限に活かし、共通する事務部門の共同化、情報通信技術の活用等による効率的な事務処理を推進し、効果的な法人運営を図るとともに、業務
内容の見直し等を行い、業務の効率化・簡素化を進める。

Ⅲ 業務運営の改善等に関する事項
３ 効率的経営の推進に関する目標



・電子カルテシステム及び各部門シ
ステムを含めた総合医療情報シス
テムの安定運用により、診療業務
の迅速化･省力化を図る。【医大】

・令和2年1月に電子カルテシステム及び各部
門システムを含めた総合医療情報システムの
リプレイスにより、処理の高速化や入力の省力
化を図った。システムは令和2年度においても
安定運用を継続しており、診療業務の迅速化･
省力化を図ることができた。【医大】

㊵
汎用性が高く標準化されたシステ
ムやＲＰＡ等の導入などＩＣＴ活用に
より、学生支援業務、教育研究支
援業務や総務・人事・会計等の事
務や診療業務の迅速化・省力化を
推進する。

Ⅲ Ⅲ

40
・高等学校における電子調査書の
全面導入に合わせ、Ｗｅｂ出願の導
入など入試関連業務の見直しを行
うとともに、人事給与システムにつ
いてデータ自動計算等による人事
給与事務の省力化を行う。【共通】

・人事給与システムと出退勤管理システムの連
携による時間外データ等の自動反映による事
務の省略化を図るため、令和3年度予算でシス
テムの改修経費を確保した。【共通】

・医科大学の二次試験における入試業務を外
部委託したほか、令和2年8月に開催したオープ
ンキャンパスをweb開催とするなど入試関連業
務の見直しを行った。【医大】

・令和3年度に実施するWEB出願について令和
２年度に予算を獲得し、契約の準備に入った。
【府大】



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅲ Ⅲ

㊶
病院収益の向上対策、社会経済情
勢の変化に応じた授業料や病院使
用料・手数料等の見直し、外部資
金の積極的獲得、ふるさと納税制
度と連携した基金の充実と活用等
により自主財源の確保を図るととも
に、経費の抑制と効果的な執行に
よる支出管理や 法人資産の有効
活用・財産保全を図る。

41
・個人資産を多様な形で柔軟に受
け入れられる仕組みを整備し、寄
附の受入を円滑に進める。【共通】
・教育設備等の充実など、教育環
境の向上を図るため、保護者、同
窓会及び個人・企業からの寄附や
京都府と連携してふるさと納税を募
集するなど、大学支援者の拡大に
努める。【共通】

・不動産を含む様々な財産を柔軟に受け入れ
出来るよう現物資産活用基金運営委員会にて
受入制度を整備するとともに、実際に寄附をい
ただいた不動産については入札により換価を
決定し、境界画定・地積更正等登記申請業務
や不動産鑑定を実施した。
・ふるさと納税は大学HP等を活用し広く募集す
るとともに、附属病院内に寄附者銘板を設置し
多額の寄附者を顕彰している。【医大】

・個人資産を受け入れ設置した留学生基金に
ついて、留学準備にも補助が出るように寄付者
の意思により符号するように変更するなど寄付
しやすい環境整備を行った。
・令和3年度新入生の保護者に対してふるさと
納税の募集案内を行うとともに、後援会、校友
会向けの冊子に募集案内を掲載するなど支援
者の拡大に努めた。また、令和2年11月14日に
実施された同窓会・後援会等合同開催の講演
会に学長自ら出講しふるさと納税の協力を求め
た。【府大】

寄附の受入について、ホームペー
ジや募集案内等を通じた広報によ
り、ふるさと納税の募集を行うこと
や、不動産の寄附を受け入れられ
るように制度を整備する等、自主財
源の確保を行うための取組が進め
られている。

授業料・病院使用料・手数料等の適宜見直しや外部研究資金の確保等による収入確保、財務状況の分析や管理経費の見直しによる運営経費の抑制及び効果的な執行
を図るとともに、法人資産の有効な活用や保全に取り組む。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項
１ 収入・経費等に関する目標



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

・第３サイクルの認証評価に向け
て、課題整理や前回指摘事項の改
善状況の確認などの準備を行う。
【府大】

・令和5年度に一般財団法人大学教育質保証・
評価センターの大学評価を受けるべく、研修を
受講した。【府大】

42
・附属病院において、病院機能評
価受審準備委員会等を中心に自
己評価に基づく改善を行う等、受審
準備を進め、病院機能評価の更新
審査を受審する。【医大】

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、1
年間の延期特例処置が設けられたため、この
措置を受け、令和4年2月に病院機能評価の更
新審査を受審することとなった。受審のための
自己評価を、各診療科、中央部門で実施した。
【医大】

計画の実施状況等 評価委員会コメント等

㊷
教育研究や法人・大学全般に対す
る内部質保証及びＩＲ室の設置によ
るＩＲ機能強化を図るとともに、認証
評価機関による第3サイクルの評
価の受審や分野別評価の実施、法
人評価委員会など第三者評価結
果の積極的な活用を進め、第三者
評価結果に基づいた改善の実施、
年度計画の達成状況等の公表を
行う。

Ⅲ

教育研究活動や業務運営等に関する自己点検・自己評価や、京都府公立大学法人評価委員会・認証評価機関等の第三者評価により、課題や改善状況を明確にすると
ともに、評価結果を教育研究活動及び法人運営の改善に反映させ、その内容を迅速かつ積極的に公表する。

中期計画 年度計画

Ⅴ 教育研究及び組織運営の状況の自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項

１ 自己点検・評価及び業務運営への反映等に関する目標



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

㊸
将来を見据えた大学施設の整備計
画の策定及び順次実施、老朽化対
策・長寿命化対策等を計画的に実
施する。
①  附属病院、附属北部医療セン
ターの高度医療への対応（メディカ
ルセンター、ＳＣＵ、ＨＣＵ、ＩＣＵ等
の整備）、患者アメニティの向上の
ための改修・整備及び老朽化対策
を行うとともに、加えてSociety 5.0
（超スマート社会）に適合した附属
病院も含めた医科大学の教育・研
究部門の整備を行う大学全体の
キャンパス構想を策定して、計画的
な整備を推進する。
② 府立大学のキャンパス整備に
関する基本計画に基づいた計画的
整備を推進する。
③　府の北山「文化と憩い」の交流
構想に沿った共同体育館の早期整
備を行う。

・附属病院では、高度医療への対
応や療養環境の向上を図るため、
循環器、脳神経、消化器の３科にメ
ディカルセンターを設置し、ＨＣＵ
（高度治療室）やＳＣＵ（脳卒中集
中治療室）等を整備するとともに、
総室の4床化等を実施する。また、
ＭＲＩ装置、人工心肺装置、ダヴィン
チなどの更新を行う。【医大】

・メディカルセンター整備計画における循環器
センター整備工事が完了し令和3年3月に供用
開始するとともに、脳神経・消化器センターに係
る設計業務も完了している。
・ダヴィンチ、MRI装置及び人工心肺装置につ
いては、令和2年度に納入が完了し運用を開始
している。【医大】

43
・共同体育館の早期着工に向け
て、事業が円滑に推進し大学体育
館として学生の利便性向上に資す
るよう京都府と調整を進める。【共
通】

・共同体育館の基本計画等について、学生意
見を取り入れ、府立大学の意見を反映するよ
う、京都府の担当課に求めた。令和2年9月に、
京都府との協議の場を設定して、施設内容に
ついて等意見交換を進めるとともに、令和3年3
月には法人経営戦略会議に京都府も出席した
上で、意見交換を図った。【府大】

・医科大学及び附属病院について
は、学内ワーキンググループや外
部有識者会議を設置するとともに、
施設整備構想の策定に向けた調
査・検討を進める。【医大】

・課題別に9つのＷＧを設置し、それぞれ個別
課題についての議論を進め検討状況を令和2
年8月に夏季課題集中検討会で報告した。その
後、令和2年9月、11月、令和3年3月には学内
外の委員や京都府関係者等を招聘して将来整
備構想検討委員会を開催し、施設整備構想を
取りまとめた。（№34再掲）
【医大】

Ⅲ Ⅲ

医科大学では、メディカルセンター
のうち循環器センターを、令和3年3
月から供用開始し、総室の4床化や
ナースステーションの一体化による
看護単位の見直しを実施するととも
に、令和3年度に整備を行う脳神経
センター及び消化器センターについ
ても対応できるよう実施設計を行う
等、整備が進められている。

将来に向けた設備の整備につい
て、医科大学において学外の委員
を含む将来整備構想検討委員会を
３回開催し、府立大学において京都
府との意見交換会を実施する等、
検討が進んでいる。

京都府と協働し、耐震化・老朽化対策などの両大学、附属病院、附属北部医療センターの中・長期的視点による整備計画の策定及び順次実施を行い、安心・安全で快適
な教育・研究・診療環境を整備する。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

Ⅵ その他運営に関する重要事項

１ 教育研究・診療施設の計画的整備に関する目標



㊸
将来を見据えた大学施設の整備計
画の策定及び順次実施、老朽化対
策・長寿命化対策等を計画的に実
施する。
①  附属病院、附属北部医療セン
ターの高度医療への対応（メディカ
ルセンター、ＳＣＵ、ＨＣＵ、ＩＣＵ等
の整備）、患者アメニティの向上の
ための改修・整備及び老朽化対策
を行うとともに、加えてSociety 5.0
（超スマート社会）に適合した附属
病院も含めた医科大学の教育・研
究部門の整備を行う大学全体の
キャンパス構想を策定して、計画的
な整備を推進する。
② 府立大学のキャンパス整備に
関する基本計画に基づいた計画的
整備を推進する。
③　府の北山「文化と憩い」の交流
構想に沿った共同体育館の早期整
備を行う。

・北部医療センターの施設整備に
向け、診療や教育研修機能など今
後の北部医療センターのあり方を
検討する。【医大】

・経営戦略会議を開催し、北部医療センターの
今後の整備検討について、平成28年3月の北
京都安心医療拠点整備検討会からの提言の
具体化に向け令和2年9月から11月にかけて院
内議論を行った。
【医大】

Ⅲ
（再掲）

・グローバル化や高度情報化、地
域貢献活動の展開等の時代の要
請に応えるため、学部学科再編等
の新たな教育研究体制の構築によ
る「新生府立大学」の実現に向けた
キャンパス整備の検討を進める。
【府大】

・学部学科再編を核とする「新生府立大学」の
具体化に向けて大学の方針を決定するため、
高校や企業のニーズ、社会状況の分析を実施
する予算を京都府から獲得した。併せて、学内
の施設整備委員会を５回及び精華キャンパス
整備ワーキンググループを６回開催し、「新生
府立大学」の実現に向けた「京都府立大学施
設整備構想」を策定した。【府大】

Ⅲ
（再掲）



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

監査機能の強化や教職員・学生の倫理意識の向上等による法令や社会的規範の遵守を図るとともに、研究の不正防止や情報セキュリティの強化を図る。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

44
・コンプライアンスの推進のため、
監事監査、内部監査の機能充実に
取り組むとともに、コンプライアンス
指針に基づき、研修会やガイダン
スなどの機会を通じて教職員、学
生への倫理意識の向上と相談体
制の周知を徹底する。【共通】

㊹
監事監査・内部監査機能の強化
や、教職員や学生に対する研修等
を通じた倫理意識の向上、公益通
報制度の周知を図る。

・内部監査の充実に取り組み、以下の各種内
容で実施した。
○府立医科大学及び北部医療センターの保育
所の運営状況
○働き方改革関連法施行に伴う取組の進捗状
況
○公的外部資金（科研費、受託費等）の執行状
況
○府立医科大学における毒劇物管理対策の取
組状況
【法人本部】

・平成29年度に策定したコンプライアンス指針
について、令和２年度の新規採用教職員全員
に配布するとともに、学内ホームページで周知
を図るほか、学生に対しては学生便覧への掲
載により周知を図った。
【医大】

・新型コロナウイルス感染症の影響で集合研修
ができないため、令和2年10月2日から31日まで
Webによるコンプライアンス研修を実施した。
（受講者203名）この中で相談体制や告発の受
付窓口も紹介している。
・内部監査（通常監査12件、特別監査2件(資
産・備品)、モニタリング監査2件(人件費・旅費)）
を実施した。
・内部通報窓口について、学内ホームページで
公表や学生便覧の掲載などにより、周知を徹
底している。【府大】

Ⅲ Ⅲ

両大学では、コンプライアンス指針
に基づいた研修会やガイダンスが
実施されるとともに、内部通報窓口
を法人内外に設置し、周知を徹底し
ている。今後も引き続きコンプライア
ンスの見直しに取り組み、より内部
通報窓口に通報しやすい仕組みの
検討等を実施されたい。

Ⅵ その他運営に関する重要事項

２ コンプライアンスの徹底に関する目標



Ⅲ Ⅲ

・研究質管理センターにおいて、臨
床研究実施者等を対象とする研修
会や利益相反委員会の原則毎月
開催等により、研究の公正の確保
に努める。【医大】

・研究者倫理教育用のeラーニングプログラム
である「e APRIN」の受講を徹底し、研究倫理意
識の向上を図った。
・研究倫理教育・臨床研究実施者等を対象とす
る研修会は、新型コロナ感染対策のため年度
当初より令和2年9月まで開催を控えていたが、
同年10月に再開し合計で9回の研修会を実施し
た（Webを用いたセミナー形式を含む）。また利
益相反委員会についてもWeb開催を含め5月以
降毎月開催した。
【医大】

・研究費不正使用防止のための説明会を令和2
年9月と同年10月の2回Weｂにより実施した。
・新型コロナウイルス感染症の影響で集合研修
ができないため、令和2年10月2日から31日まで
Webを使ってコンプライアンス研修を実施した。
内部監査は令和3年1月に実施。学生に対する
研究倫理教育は各学部・研究科のガイダンス
において実施。【府大】

㊻
個人情報を適切に管理するととも
に、情報流出の防止等のセキュリ
ティ対策を強化する。

46
・電子カルテシステムにより医療情
報を保護するとともに、利用者への
セキュリティ研修を実施する。【医
大】

・電子カルテシステムにおいては、個人情報を
保護するため、セキュリティ対策を実施するとと
もに、令和2年4月には研修医及び異動医師等
利用者へのセキュリティ研修を実施した。
・令和3年2月に「フィッシングメールへの対応、
違法ダウンロードなどセキュリティの基礎」を
テーマに情報セキュリティ研修を実施した。（№
33再掲）
【医大】

45
・研究費不正使用防止のため、公
的研究費の執行に関する説明、コ
ンプライアンス研修や科研費等を
対象とした内部監査等を実施する
とともに、各所属の教職員・学生等
に対する研究倫理研修・教育を徹
底する。【共通】

・公的外部資金（科研費、受託費等）の執行状
況について、内部監査を実施した。（№44一部
再掲）【法人本部】

㊺
研修や研究計画・研究倫理・利益
相反の審査、内部監査の実施など
により、研究費の不正使用などの
不正事案の防止や研究の信頼性
の確保を図る。

Ⅲ Ⅲ



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅲ Ⅲ

㊼
教職員に対する研修等の実施によ
り、人権意識の向上、ハラスメント
等の人権侵害の防止、人権尊重の
視点での法人・両大学の業務遂行
の徹底を図るとともに、学生に対す
る人権や生命倫理に関する教育カ
リキュラムを充実する。

47
・全教職員及び学生の人権に対す
る意識を向上させるため、研修や
授業を通して人権啓発（教育）を行
う。【共通】

・新型コロナにより生まれた新たな人権問題や
新聞報道のあったアンケートリテラシーをテー
マに、正しい理解と認識を深めるため、全教職
員を対象に人権啓発研修を実施した。開催に
あたっては、新型コロナの影響等を踏まえ、対
面式開催を１回とし、その内容をオンデマンドで
視聴可能した（北部医療センターは全てWeb開
催）。
・ハラスメントによる人権侵害を防止するため、
令和2年12月に全所属を対象としてリーフレット
を作成・配布した。
・医学科生については、Zoomを用いたオンライ
ン授業により年間９回の講義を実施済。看護学
科では「人権論」等を必修科目として設け、人
権への理解と尊重する意識を涵養した。
【医大】

・教職員に対する人権研修をWebで実施すると
ともに、教養基礎科目にこれまでなかった「人
権教育科目」の区分を設け、人権教育の重要さ
を明示するとともに、科目名変更など履修者増
加のための工夫を行った。
【府大】

教育研究活動におけるハラスメント等の人権侵害の防止や業務遂行における人権尊重を徹底するとともに、人権や倫理に配慮した教育の充実を図る。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

Ⅵ その他運営に関する重要事項

３ 人権に関する目標



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅲ Ⅲ

学生や教職員の健康や教育研究活動での安全の確保を図るとともに、事故や事件、災害等の緊急時に適切かつ迅速に対応する体制の構築を図る。

中期計画

㊽
教職員や学生の健康管理、実験や
実習、国際交流など海外での活動
等、教職員の学内外での教育研究
活動における安全管理体制を整備
する。
また、地震や豪雨等自然災害発生
時の対応、大学・病院内での事故・
事件等不測の事態への対応や不
適切事案発生時の対応等緊急時
における対応マニュアルの整備を
行い、事案発生時の速やかな公
表、原因究明、責任体制、再発防
止対策の策定など、迅速かつ適切
な対応ができるよう危機管理体制
を構築する。

48
・大学における様々な不測事態に
向けた危機管理マニュアル整備を
検討する。【共通】
・留学中の学生が海外で事件や事
故に巻き込まれたり、病気になった
際に迅速に対応できるようマニュア
ル整備や研修会の開催を行う。【共
通】

・本学の防災計画（BCP）については既に策定
済みであるが、新たに「避難確保計画」案の検
討を進めた。令和3年度中に関係所属との最終
調整を行い策定する予定。【医大】

・平成30年に作成した海外実習等緊急事故対
応マニュアルの改正について検討し、マニュア
ルに基づいた学内シミュレーション研修を実施
した。【医大】

・自然災害だけでなく、不測事態全般への対応
を含めた危機管理マニュアルを新たに策定し、
防災計画を見直した。
・留学中の学生に対しては、国際センターへの
連絡表を手交し、かつ、アイラック社の「アイ
サーチ」（GPS、電話相談等）に加入し対応して
いる。「アイサーチ」の使用方法を出国前にガイ
ダンスしている。【府大】

年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

Ⅵ その他運営に関する重要事項

４ 危機管理体制の確保に関する目標



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

Ⅲ

49
・毒劇物管理規程を徹底し、有害
物質を含む廃液・廃試薬を専門業
者委託により適切に処理するととも
に、雑がみを含めた紙類の分別・リ
サイクルを推進する。【医大】

・大学・病院から排出される廃液・廃試薬につい
て、定期的に学内から回収し許可業者への委
託により適切に処理した。
・紙類の分別については、年末や人事異動等
の時期に分別の徹底を学内に周知した。【医
大】

・農薬管理について、厳格な管理
のもと、専門業者に処理を委託す
るなど、適正に廃棄するとともに、
廃プラスチック類や紙類の使用削
減について、全ての教職員の意識
を高める啓発活動を行う。【府大】

・『３年以上使用実績のない毒劇物の保存・廃
棄に係るルール』を新たに制定し、より適切な
管理に努めた。
・廃プラスチック類や紙類の廃棄に当たっては
適切に分別したうえで廃棄するよう、年度当初
の他数回にわたって全学メールで啓発し、ひい
ては、使用量自体の削減につながるよう努め
た。【府大】

地球温暖化対策、省エネルギー対策、適切な廃棄物処理等、環境に配慮した運営を行うとともに、環境問題に対する教職員・学生の意識啓発を行う。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

㊾
教育研究活動や業務運営、施設整
備での環境への配慮・徹底した省
エネ対策や地球温暖化対策を推進
するとともに、農薬・医薬品等の廃
棄の適正な管理体制の確保を図る
など環境負荷の軽減や環境汚染
対策を推進する。特に、医薬品・医
療材料等を除き廃プラスティック類
や紙類など大学からのゴミ排出ゼ
ロ（ゼロエミッション）を目指した活
動を実践する。

Ⅲ

Ⅵ その他運営に関する重要事項

５ 環境への配慮に関する目標



中
期
目
標

自己評価 委員会評価

卒業生、同窓会組織等との連携を強化し、ふるさと納税の活用による寄附の募集等を通じて、大学への支援者を幅広く確保する。

中期計画 年度計画 計画の実施状況等 評価委員会コメント等

㊿
OB組織や関係者への働きかけ強
化や周年事業の活用、寄附金等の
募集などにより、大学応援組織（同
窓会、後援会、関連病院等）の形
成・強化や経済界等とのネットワー
クづくりを図り、両大学の幅広い支
援者を確保する。また、医科大学
においては、創立１５０周年事業を
実施する。

Ⅲ Ⅲ

50
・同窓会、後援会等大学応援組織
との連携を強化するとともに、経済
界等とのネットワークづくりに取り
組む。【共通】

・4大学連携研究では企業を含めて社会実装に
つながる新たな枠組で5件の共同研究を実施
するとともに、医大は「AIホスピタル・疾患レジス
トリ」、府大「お茶を巡る文化と健康を」テーマ
に、それぞれインキュベート活動を展開した。
（№11一部再掲）【共通】

・創立150周年に向けて記念事業実行委員会に
学友会から参加を求めるとともに、学友会報に
毎号関係記事の掲載を依頼した。【医大】

令和2年9月末には京都商工会議所と「地域産
業の活性化と人材育成に関する包括連携協
定」を締結し、府立大学の応援者の裾野拡大を
図った。また、令和2年11月14日に実施された
同窓会・後援会等合同開催の講演会に学長自
ら出講しふるさと納税の協力を求めた。【府大】

創立150周年記念事業の具体的検
討を進めるとともに、学友会と協力
しながらふるさと納税等寄附金を募
集、大学創立150周年に向けた積
極的な広報活動を展開する。【医
大】

・創立150周年に向けて、未来を担う部門のHP
開設、ステートメント・スローガンの広報、バ
ナースタンド、のぼり旗の配布などを行った。学
友会に対する情報発信として、毎号150周年に
関する特集記事を掲載している。【医大】

Ⅵ その他運営に関する重要事項

６ 大学支援組織の形成・拡大等に関する目標



区
分

目標項目 数値目標 実績
自己
評価

委員
会評
価

評価委員会コメント等

国家試験
合格率

（医大）医師95.0％　看護師100％
（府大）管理栄養士　95％
　　　　社会福祉士  90％
※いずれも新卒者の合格率

（医大）医師95.9％　看護師100％
（府大）管理栄養士：96.3%（全国：91.3％）
　　　　社会福祉士：76.5％（全国：50.7％）
※いずれも新卒者の合格率

Ⅲ Ⅲ

学生に
よる評価

（医大）「卒前教育に関するアンケート」
　　　　学生満足度結果 4.0
（府大）学生の学習目標達成度  4.0

（医大）「卒前教育に関するアンケート」
　　　　学生満足度結果 4.0
（府大）学生の学習目標達成度  4.0

Ⅲ Ⅲ

英語による
授業実施数

（医大）英語で実施の授業割合
　　　　大学院医学研究科20％以上

（医大）23.69% Ⅲ Ⅲ

FD・SD研修
参加率

（両大学）ＦＤ・ＳＤ研修参加率
                  75％以上
※年に１回以上ＦＤ研修に参加した
    教員・職員数／全教員・職員数

（医大）88.5％
（府大）83.5％

Ⅲ Ⅲ

教
育

令和２年度数値目標実績(自己評価)



区
分

目標項目 数値目標 実績
自己
評価

委員
会評
価

評価委員会コメント等

令和２年度数値目標実績(自己評価)

科学研究費
など国等の
競争的資金
獲得件数

（医大）450件
（府大）100件

（医大）522件
（府大）101件

Ⅲ Ⅲ

産業界等
からの共同研
究・受託研究

等件数

（医大） 70件
（府大） 70件

（医大）85件
（府大）122件

Ⅲ Ⅲ

医科大学では85件、府立
大学では122件と年度計
画の数値目標を大きく上
回って達成している。

学生の府内
就職率

※府外関連
病院も含む

（医大）医学科70％以上
　　　　看護学科70％以上

（医大）医学科　71.3％
　　　　看護学科78.6％

Ⅲ Ⅲ

初期臨床
研修後の

医師の府内
就職率

（医大）80％以上 （医大）85.5％ Ⅲ Ⅲ

研
究

地
域
貢
献



区
分

目標項目 数値目標 実績
自己
評価

委員
会評
価

評価委員会コメント等

令和２年度数値目標実績(自己評価)

患者
紹介率

（医大）附属病院80％以上
　　　　北部医療センター55％以上

（医大）附属病院
　　　　　77.5%（前年度比6.6ポイント減)
　　　　北部医療センター
　　　　　52.8％（前年度比0.8ポイント増）

Ⅱ

患者逆
紹介率

（医大）附属病院70％以上
　　　　北部医療センター100％以上

（医大）附属病院
　　　　　99.7%（前年度比25.2ポイント増)
　　　　北部医療センター
　　　　　106.9％（対前年度比0.3ポイント増）

Ⅲ

患者
満足度

（医大）附属病院、北部医療センター
　　　　満足度調査「満足」「やや満足」
　　　　「普通」回答割合
　　　　入院 、外来とも95％以上

（医大）附属病院
　　　　　外来：97.0％　入院：98.7％
　　　　北部医療センター
　　　　　外来：98.4％　入院：98.7％

Ⅲ Ⅲ

患者の待ち時間負担軽減
の取組など、患者サービ
スの向上を図ることによ
り、計画の数値目標を達
成している。

機能評価
係数Ⅱ
比較

（医大）附属病院
　　　　全国公立大学附属病院平均を
　　　　上回る
　　　　北部医療センター
　　　　府内DPC標準病院群平均を上回る

（医大）附属病院
　　　　　０．０９３５
　　　　　（全国公立大学附属病院平均 0.0919）
　　　　北部医療センター
　　　　　０．１１６５
　　　　　（府内DPC標準病院群平均0.0855）

Ⅲ Ⅲ

業
務
運
営

新聞・雑誌
掲載数

（両大学）（積極的記事）
　　　　　各年度100件以上

（医大）174件
（府大）178件

Ⅲ Ⅲ

附
属
病
院
関
連

新型コロナウイルス感染
症の影響により医科大学
附属病院では77.5％、附
属北部医療センターでは
52.8％と計画の数値目標
を達成できていない。



収入

運営費交付金 9,320 9,320 0

自己収入 39,080 40,327 1,247

授業料及び入学金検定料収入 2,040 1,965 ▲ 75

附属病院収入 33,713 33,006 ▲ 707

財産処分収入 6 5 ▲ 1

雑収入 3,319 5,350 2,031 （注１） 補助金の増加等により、予算額に比して2,031百万円の増となりました。

1,768 3,116 1,348 （注２） 外部資金獲得による収入の増等により、予算額に比して1,348百万円の増となりました。

長期借入金収入 1,353 1,907 554 （注３） 借入額の増等により、予算に比して554百万円の増となりました。

51,522 54,672 3,150

支出

業務費 47,725 48,581 856

教育経費 441 588 147 （注４） 教育経費の増等により、予算に比して147百万円の増となりました。

研究経費 1,033 677 ▲ 356 （注５） 受託研究費への振替等により、予算に比して356百万円の減となりました。

診療経費 20,623 21,657 1,034

教育研究支援経費 188 301 113 （注６） 研究者支援経費の増等により、予算に比して113百万円の増となりました。

一般管理費 490 805 315 （注７） 大学運営経費の増等により、予算に比して315万円の増となりました。

人件費 24,949 24,550 ▲ 399

財務費用 949 943 ▲ 6

施設整備費等 1,378 2,687 1,309 （注８） 施設整備費の増等により、予算額に比して1,309百万円の増となりました。

1,400 2,373 973 （注９） 研究経費の受託研究費への振替等により、予算額に比して973百万円の増となりました。

51,454 54,586 3,132

(注）金額は百万円未満を切り捨てて記載していますので、合計金額と一致しないことがあります。

受託研究等収入及び寄附金収入

計

受託研究等研究経費及び寄附金事業費等

計

区分 決算額
差額

（決算－予算）
備　考

第７　その他の記載事項

　１　予算

令和２年度　決算報告書
京都府公立大学法人

（単位：百万円）

予算額



費用の部 50,693 52,216 1,523
経常費用 50,693 52,195 1,502

業務費 48,822 50,107 1,285
教育経費 438 686 248
研究経費 1,720 908 ▲ 812
診療経費 20,512 21,192 680
教育研究支援経費 188 284 96
受託研究費等 341 1,337 996
役員人件費 21 20 ▲ 1
教員人件費 7,975 7,963 ▲ 12
職員人件費 16,952 16,887 ▲ 65
一般管理経費 675 825 150

財務費用 32 31 ▲ 1
減価償却費 1,839 2,057 218

臨時損失 - 20 20

収益の部 50,693 51,387 694
経常収益 50,693 51,377 684

運営費交付金収益 9,284 8,647 ▲ 637
授業料収益 1,761 1,776 15
入学金収益 223 225 2
検定料収益 52 46 ▲ 6
附属病院収益 33,215 33,006 ▲ 209
受託研究等収益 834 1,864 1,030
寄附金収益 1,149 700 ▲ 449
補助金等収益 3,441 4,036 595
雑益 266 534 268
資産見返勘定戻入 251 309 58
資産見返物品受贈額戻入 217 228 11

臨時収益 - 9 9
- ▲ 829 ▲ 829
- ▲ 829 ▲ 829

（注） 金額は百万円未満を切り捨てで記載していますので、合計金額が一致しない場合があります。

２　収支計画
令和２年度　収支計画

京都府公立大学法人
（単位：百万円）

区　　分 予算額 決算額

純利益
総利益

差額
（決算－予算）



資金支出 56,977 58,865 1,888

業務活動による支出 49,883 50,021 138

投資活動による支出 1,330 3,600 2,270

財務活動による支出 948 3,466 2,518

翌年度への繰越金 4,816 3,276 ▲ 1,540

資金収入 56,977 58,865 1,888

業務活動による収入 50,767 52,589 1,822

9,320 9,321 1

2,040 1,951 ▲ 89

附属病院収入 33,713 37,446 3,733

受託収入 341 2,091 1,750

寄附金収入 1,345 1,163 ▲ 182

その他の収入 4,007 616 ▲ 3,391

投資活動による収入 - - -

財務活動による収入 1,342 3,407 2,065

前年度よりの繰越金 4,868 4,368 ▲ 500

(注）金額は百万円未満を切り捨てて記載していますので、合計金額と一致しないことがあります。

運営費交付金による収入

授業料及び入学金検定料による収入

区　　分 予算額 決算額

３　資金計画

令和２年度　資金計画

京都府公立大学法人

（単位：百万円）

差額
（決算－予算）



　４　短期借入金の限度額等

(1)　短期借入金の限度額 (1)　短期借入金の限度額 (1)　短期借入金の限度額

２５億円 ２５億円 限度額　２５億円

借入額　１５億円

返済額　１５億円

イ　想定される理由 イ　想定される理由 イ　想定される理由

(2)　不要財産の処分に関する計画 (2)　不要財産の処分に関する計画 (2)　不要財産の処分に関する計画

なし なし なし

(3)　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 (3)　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 (3)　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

なし なし なし

(4)　剰余金の使途 (4)　剰余金の使途 (4)　剰余金の使途

なし

ア　施設・設備に関する計画 ア　施設・設備に関する計画 ア　施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額(百万円) 財  源 施設・設備の内容 予定額(百万円) 財  源 施設・設備の内容 実績額(百万円) 財  源

(本部)システム整備 (本部)システム整備

(医大)システム・機器整備 (医大)システム・機器整備

(病院)診療機器整備 (病院)診療機器整備

(病院)メディカルセンター整備 長期借入金 (病院)メディカルセンター整備 長期借入金

(病院)老朽施設・設備等整備 (病院)老朽施設・設備等整備 受託事業収入

(北部)診療設備・機器整備 (北部)診療設備・機器整備

(府大)老朽施設・設備等整備 (北部)がん診療棟整備

(府大)老朽施設・設備等整備

イ　人事に関する計画 イ　人事に関する計画 イ　人事に関する計画

ウ　積立金の使途 ウ　積立金の使途 ウ　積立金の使途

なし なし なし

Ⅲの２「人事管理に関する目標を達成するための措置」に記
載のとおり

Ⅲの２「人事管理に関する目標を達成するための措置」に記
載のとおり

Ⅲの２「人事管理に関する目標を達成するための措置」に記
載のとおり

(5)　京都府公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関す
    る規則で定める事項

－ － －

1,988

新型コロナウイルス感染症対応の影響による病院収入の大幅な
減収への対策として、法人経営を万全なものとするため緊急に必
要となる運転資金について借り入れを行った。

1,342

中期計画 年度計画 実績

ア　限度額 ア　限度額 ア　限度額

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及び事故の発生
等により、緊急に必要となる対策費として借り入れすること。

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及び事故の発生
等により、緊急に必要となる対策費として借り入れすること。

決算において剰余金が発生した場合は、教育、研究及び診療
の質の向上並びに組織運営の改善に充てる。

決算において剰余金が発生した場合は、教育、研究及び診療
の質の向上並びに組織運営の改善に充てる。

(5)　京都府公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関す
    る規則で定める事項

(5)　京都府公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関す
    る規則で定める事項



収容定員 収容数 定員充足率 収容定員 収容数 定員充足率
Ａ 　(人) B 　(人) Ｂ/Ａ×100   (%) Ａ 　(人) B 　(人) Ｂ/Ａ×100   (%)

医科大学 医学部医学科 642 662 103.1% 府立大学 文学部 548 547 99.8%

医学部看護学科 340 344 101.2% 公共政策学部 416 448 107.7%

生命環境学部 852 901 105.8%
医学研究科 300 341 113.7%

保健看護学研究科 25 29 116.0% 文学研究科 57 56 98.2%

公共政策学研究科 36 18 50.0%

生命環境科学研究科 215 148 68.8%

学科、研究科名大学名 大学名 学科、研究科名

５ 収容定員


